
SA の要求事項の整理（要求事項と DB設計の関係整理） 
 
１．目的 
 重大事故等対処設備（以下 SA 設備）の基本設計方針（第 36 条）は，おおまかに「多様

性・位置的分散」，「悪影響防止」，「個数及び容量」，「環境条件等」及び「操作性及び試
験・検査性」の観点からの要求に対して整理されており，特に「環境条件等」に関する設計は設
計基準に準じた設計を実施している。 

 共通１２資料２の整理においては，SA 設備の基本設計方針の１フレーズごとに設計項目及
びその内容を具体化することになるため，本整理では共通１２資料２作成の前作業として「設
計項目及びその内容」が設計基準に準じた内容となっている箇所を明らかにするとともに，設計
基準とは異なる防護方法や条件設定をしているものについても対象箇所を明らかにし，その概要
を明確にすることを目的として実施する。 

 
２．整理方法 
   本整理は，SA 設備に関する基本設計方針と DB 設備に関する設計の観点を対比させ，星取
表の形で整理する。具体的には以下のとおり。 

(1)縦軸の展開 
 SA設備に関する第１章共通項目の基本設計方針である以下の条文の基本設計方針を縦軸

に展開する。 
 基本設計方針に紐づく要求種別は，別途定める「共通１２における作成ガイド」に基づき記載

する。 
 なお，第 37 条（材料及び構造）については，「(2)横軸の展開」における「第 16 条（安

有）」のうち「環境条件（温度圧力等）」として纏めることから展開を省略する。 
 第 36条（重大事故等対処設備） 
 第 32条（地盤） 
 第 33条（地震） 
 第 34条（津波） 
 第 35条（火災） 

 
(2)横軸の展開 
 SA設備の設計において考慮すべき要求事項の網羅性を確保するため，事業変更許可時に整

理した SA設備の設計にあたって考慮すべき共通要因に紐づく以下の条文を横軸に展開する。 
 第 5条（地盤） 
 第 6条（地震） 
 第 7条（津波） 
 第 8条（外部衝撃） 
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 第 11条（火災） 
 第 12条（溢水） 
 第 13条（化学薬品漏えい） 
 第 16条（安有） 

 
 このうち，「第 8条（外部衝撃）」の要求に対するDB設備の設計が竜巻，火山等の自然現

象と近隣工場等の火災等の人為事象に細分化され，各々の観点で設計が行われていることか
から，設計基準において考慮している現象に細分化する。具体的には以下のとおり。 

      自然現象︓風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生
物学的事象，森林火災，外部火災の二次影響及び塩害 

      人為事象︓航空機落下（火災含む），有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，
電磁的障害，近隣工場等の火災，外部火災の二次影響及び爆発 

 同様に「第 16 条（安有）」についても，設計要求の観点が複数あることから，「内部発生飛
散物」，「環境条件（温度圧力等）」，「試験・検査」，「共用」及び「悪影響防止」に細分
化する。 

 これらのうち「環境条件（温度圧力等）」に対する設計は，室温などの環境温度，環境圧力
といった観点と内部流体温度、内部流体圧力の観点があり，「第 17条（材料及び構造）」と
しての耐圧評価や材料選定は主に内部流体温度、内部流体圧力の観点に対しての設計とな
ることから，「環境条件（温度圧力等）」に含めて整理する。 

 なお，SA 設備固有の設計条件として，設計基準より厳しい条件の要因となる事象の「地震」，
「火山の影響」及び「配管の全周破断」並びに「汽水の影響」はそれぞれ「地震」，「火山の影
響」，「溢水」及び「環境条件（温度圧力等）」に含めて整理する。 

 
(3)星取表の整理 
 DB 設備の設計と関連性がある設計方針の所在を明らかにするため，以下の凡例で識別を行

う。 
 DB設備の設計に関連するものに「〇」を付す。 
 SA 固有の設計上の配慮を含む箇所には「○※１」を付す。また，SA 固有の設計内容を
記すと共に，該当するDB設備の基本設計方針番号を記す。【DB設備の基本設計方針
番号の紐づけは 11/02時点は未対応】 

 設計の前提となる条件設定に DB と差があるものには「○※２」を付す。また，SA 固有の
設計内容を記すと共に，該当する DB 設備の基本設計方針番号を記す。【DB 設備の基
本設計方針番号の紐づけは 11/02時点は未対応】 

 上記のほか，SA設備の基本設計方針の内容が横軸の項目と関係のない箇所に対して「－」を
付す。 

 本整理結果を添付１に示す。 
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 なお，本整理は，SA 設備として達成するべき基本設計方針を漏れなく抽出する必要があるこ
とから，冒頭宣言となる基本設計方針と設計方針の具体が展開された基本設計方針の従属
関係を網羅的に整理した上で行う。本整理結果を添付２に示す。【11/02時点で未対応】 

 
３．SA設備の外部衝撃等に対する設計の基本的な考え方 

DB 設備と SA 設備の基本設計方針を比較するにあたって、SA 設備の基本設計方針は事業変
更許可の第３３条の整理を踏まえて「新設，安重と兼用、非安重と兼用、可搬」ごとに DB 設備の
考え方に合わせて構築しているが、一部、想定する外部衝撃等と重大事故の発生の関係性や可搬
型設備の特徴を考慮した設計方針としている箇所があることから、これらについての基本的な考え方を
以下のとおり整理した。 

SA設備の特徴を踏まえた整理にあたっては，外的 SA設備と内的 SA設備では，想定する外部
衝撃等と重大事故の発生の関係性の扱いに考え方の違いがあることからこれらを分けて考え方を整理
するとともに，これらの考え方に基づく DB設備との設計の違いを添付１へ「○※１」として展開してい
る。 
 
(1)外的 SA設備 
 外的事象を要因とする重大事故等に対処する SA 設備（外的 SA 設備）は，外部衝撃等に

対して自ら耐える又は防護設備により機能を維持する設計とすることを基本とする。 
 ただし，考慮する外部衝撃等と重大事故等の発生の因果関係を考慮し，以下の設計により重

大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 
①考慮する外部衝撃等が重大事故等の発生の要因に関連する場合 
 外部衝撃等のうち重大事故等の発生の要因となる地震、火山及びこれらに随伴して発生する
地震随伴溢水（没水、被水）、地震随伴火災に対しては、当該事象と重大事故等の発生に
関連性があることを踏まえ，常設 SA 設備は必要数（予備を有するものは予備も含む（例︓
凝縮器と予備凝縮器、接続口等））を，可搬型 SA 設備は必要数＋予備（2n）を防護
対象とする。 

 
②考慮する外部衝撃等が重大事故等の発生の要因に関連しない場合 
 外部衝撃等のうち重大事故等の発生の要因とならない竜巻、溢水（想定破損）等に対して
は，当該事象によって SA が発生しないことから，当該事象の発生以降，重大事故等が発生
するまでに SA 設備の機能を回復させることで重大事故等への対処に必要な機能を確保できる。 

 以上の特徴を踏まえ、以下の設計対応を行う。 
(a) 常設 SA設備 

常設SA設備は，外部衝撃等により構造的に破壊されるような損傷モードに対しては，復
旧措置が困難となるため必要数（予備を有するものは予備も含む）を防護することを基本と
する。ただし，機能上及び構造上の特徴から防護措置を講ずることができず，自らの構造健
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全性を確保できない設備については，当該設備の損傷と重大事故等の発生に関連性がな
いこと，予備品への交換または修復の容易性を確保することを前提として，外部衝撃等によ
り機能喪失した場合は予備品等による復旧措置を行うことにより速やかに機能を復旧させる。 
（例︓通水のための接続口は、SA の発生と関連性のない想定破損による没水に対して，

水が接続口に侵入しない措置を講じた上で，水を除去する措置を講じて機能を復旧
させる。） 

 
(b) 可搬型 SA設備 

可搬型 SA 設備は，必要数及び予備を互いに異なる保管場所に 100m 以上の距離を
確保して分散して保管することにより，外部衝撃等による同時機能喪失を回避することができ
る。また，汎用品であり調達が容易であり，保管場所からの移動が可能という特徴を有して
いることを踏まえると，外部衝撃等により構造的に破壊されるような損傷モードに対しても必要
数（１ｎ）を確保でき，重大事故等への対処に必要な機能の最低ラインは維持できること，
重大事故等が発生するまでに損傷した予備品を調達することで可搬型設備の信頼性の復旧
が図れることを踏まえ，可搬型 SA設備は必要数＋予備（2n）を防護することを基本としつ
つ，防護が困難な場合であっても必要数（１ｎ）を確保する設計とする。 

 
(2)内的 SA設備 
 内的事象を要因とする重大事故等に対処する SA設備（内的 SA設備）は，外部衝撃等に対

して耐性を有する設計とすることを基本とする。 
 ただし，安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用する内的 SA 設備は，考慮す

る外部衝撃等と内的事象を要因とする重大事故等の発生に関係性がないことを考慮し，代替設
備による機能確保、工程停止、設備復旧等の措置により機能を損なわない設計とする。 

 内的 SA 設備のうち新設するものは，外部衝撃等に対して耐性を有する設計とすることを基本とし
た上で，設計上の対応ができず外部衝撃等により機能が損なわれた場合には，重大事故等の発
生の可能性を排除するため工程を停止し，必要な機能の回復が図られるまでの間，再処理運転
を停止する運用とすることで重大事故等への対処に必要な機能を必要としない状態を維持する設
計とする。 

  
４．本整理を踏まえた次のステップ【11/02時点で未対応】 
 基本設計方針（第 36 条）は，設計基準に準じた防護設計を実施することを前提としたもので

あることから，設計要求等が詳細に展開されている設計基準の基本設計方針の１フレーズごとに
対応する SA 設備の基本設計方針を紐づけた上で，SA 設備としての設計の具体を設計基準を
参照して展開することで，SA 設備の防護設計が設計基準に準じて実施されていることを確認する。 

 本整理では，別途進めている「DB の設計項目の整理」結果に組み込んで「DB/SA の紐づけ整
理」として纏める。 
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 比較する SA設備の基本設計方針は，本資料でDB との関連性があると整理された基本設計方
針を対象とする。 

 この整理によりDB設備の設計要求内容と SA設備の設計要件内容を紐づけし，DB設備と SA
設備の設計要求内容をまとめて説明できる範囲及び SA 設備として差分説明が必要な設計要求
内容の詳細を明らかにする。 

 また，これらの整理結果は，竜巻、溢水、その他外部事象の観点で DB 設備の設計プロセスと
SA 設備の設計プロセスを対比させる形で纏める。纏めにあたっては，DB 設備と同じ設計として扱
える部分及び SA設備としての差分説明が必要な部分が判別できるよう纏める。 

 
以 上 
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要求事項とDB設計の関係整理（1/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

36条-1

第1章　共通項目
9.　設備に対する要求
9.2 　重大事故等対処設備
9.2.1 　重大事故等対処設備に対する設計方針
再処理施設は，重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合にお
いて，重大事故の発生を防止するために，また，重大事故が発生した
場合においても，重大事故の拡大を防止するため，及び再処理施設を
設置する事業所(再処理事業所)外への放射性物質の異常な水準の放出
を防止するために，重大事故等対処設備を設けるとともに，必要な運
用上の措置等を講ずる設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-2
重大事故等対処設備は，想定する重大事故等の環境条件を考慮した上
で期待する機能が発揮できる設計とする。また，重大事故等対処設備
が機能を発揮するために必要な系統(供給源から供給先まで，経路を含
む。)で構成する。

冒頭宣言【36条69】

36条-3
重大事故等対処設備は，共用対象の施設ごとに要求される技術的要件
(重大事故等に対処するために必要な機能)を満たしつつ，同じ敷地内
に設置するMOX燃料加工施設と共用することにより安全性が向上し，か
つ，再処理施設及びMOX燃料加工施設に悪影響を及ぼさない場合には共
用できる設計とする。重大事故等対処設備を共用する場合には，MOX燃
料加工施設の重大事故等への対処を考慮した個数及び容量を確保す
る。また，同時に発生するMOX燃料加工施設の重大事故等による環境条
件の影響について考慮する。

冒頭宣言【36条
45,51,57,68,77,110,
137】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No.45,51,57,6
8,77,110,137

で展開す
る。）

－

36条-4

重大事故等対処設備は，内的事象を要因とする重大事故等に対処する
ものと外部からの影響による機能喪失の要因となる事象(以下「外的事
象」という。)を要因とする重大事故等に対処するものについて，常設
のものと可搬型のものがあり，以下のとおり分類する。

定義【用語の定義】

36条-5
常設重大事故等対処設備は，重大事故等対処設備のうち常設のものを
いう。また，常設重大事故等対処設備であって耐震重要施設に属する
安全機能を有する施設が有する機能を代替するものを「常設耐震重要
重大事故等対処設備」，常設重大事故等対処設備であって常設耐震重
要重大事故等対処設備以外のものを「常設耐震重要重大事故等対処設
備以外の常設重大事故等対処設備」という。
可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等対処設備のうち可搬型のも
のをいう。

定義【用語の定義】

36条-6
なお，「再処理施設の技術基準に関する規則」第43条(放射性物質の漏
えいに対処するための設備)については，再処理施設において液体状，
固体状及び気体状の放射性物質に関する閉じ込め機能の喪失が発生し
た場合においても，放射性物質の漏えいは発生が想定されないことか
ら，放射性物質の漏えいに対処するための設備は設置しない。

冒頭宣言【第43条】

36条-7

重大事故等対処設備は，設計，材料の選定，製作及び検査に当たって
は，現行国内法規に基づく規格及び基準によるものとするが，必要に
応じて，使用実績があり，信頼性の高い国外規格及び基準によるもの
とする。
重大事故等対処設備の維持管理に当たっては，保安規定に基づく要領
類に従い，施設管理計画における保全プログラムを策定し，設備の維
持管理を行う。なお，重大事故等対処設備を構成する設備，機器のう
ち，一般消耗品又は設計上交換を想定している部品(安全に係わる設計
仕様に変更のないもので，特別な工事を要さないものに限る。)及び通
信連絡設備，安全避難通路(照明設備)等の「原子力施設の保安のため
の業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」で定める一
般産業用工業品については，適切な時期に交換を行うことで設備の維
持管理を行う。
再処理施設は，重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合にお
いて，重大事故の発生を防止するために，また，重大事故が発生した
場合においても，重大事故の拡大を防止するため，及び再処理施設を
設置する事業所(再処理事業所)外への放射性物質の異常な水準の放出
を防止するために，必要な運用上の措置等を講ずることを保安規定に
定めて，管理する。
なお，重大事故等対処設備並びに核物質防護及び保障措置の設備は，
設備間において相互影響を考慮した設計とする。

冒頭宣言【36条174～
178 】
運用要求

36条-8

9.2.2　多様性，位置的分散，悪影響防止等
(1) 多様性，位置的分散
重大事故等対処設備は，共通要因の特性を踏まえた設計とする。共通
要因としては，重大事故等における条件，自然現象，人為事象，周辺
機器等からの影響及び事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳し
い条件の要因となる事象を考慮する。

冒頭宣言【36条9～
13】

36条-9

共通要因のうち重大事故等における条件については，想定される重大
事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を
考慮する。

冒頭宣言【36条16，
25，36】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No.16,25,36で
展開する。）

36条-10
共通要因のうち自然現象として，地震，津波，風(台風)，竜巻，凍
結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災
及び塩害を選定する。自然現象による荷重の組合せについては，地
震，風(台風)，竜巻，積雪及び火山の影響を考慮する。

冒頭宣言【36条17，
20，26，27，28，30
～33，37，38，40，
41】

36条-11
共通要因のうち人為事象として，航空機落下，有毒ガス，敷地内にお
ける化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発を選
定する。故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムについて
は，可搬型重大事故等対処設備による対策を講ずることとする。

冒頭宣言【36条20，
30～33，40，41】

36条-12

共通要因のうち周辺機器等からの影響として地震，溢水，化学薬品漏
えい，火災による波及的影響及び内部発生飛散物を考慮する。

冒頭宣言【36条17，
19，21，24，26，
27，29，37～39】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No17,19,21,24
,26,27,29,37
～39で展開す

る。）
36条-13

共通要因のうち事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件
の要因となる事象については，外的事象の地震，火山の影響を考慮す
る。また，内的事象として配管の全周破断を考慮する。

冒頭宣言【36条18，
19，28，29，42，
43】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No.18,19,28,2
9,42,43で展開

する。）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No.18,19,28,2
9,42,43で展開

する。）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No.18,19,28,2
9,42,43で展開

する。）
36条-14

a. 常設重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処す
るための設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがない
よう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置的
分散を考慮して適切な措置を講ずる設計とする。

設置要求

36条-15

ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，代替設備により必要な機能を確保す
ること，安全上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工
程の停止等又はこれらを適切に組み合わせることにより，機能を損な
わない設計とする。代替設備により必要な機能を確保すること，安全
上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工程を停止する
こと等については，保安規定に定めて，管理する。

（代替設備により必
要な機能を確保する
こと）
設置要求
機能要求①

(修理の対応)
冒頭宣言【36条174～
178 】

（保安規定）
運用要求

36条-16

重大事故等における条件に対して常設重大事故等対処設備は，想定さ
れる重大事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及
び荷重を考慮し，その機能を確実に発揮できる設計とする。

冒頭宣言【36条78～
82】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.78～
82で展開す

る。）

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水)

－

－ （冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No20,30～33,40,41で展開する。）

－

16条(安有)

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針
No17,19,21,24,26,27,29,37～39で展開する。）

－

（用語の定義）

（用語の定義）

（冒頭宣言であり，具体の設計は43条として展開）

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.69で展開する。）

－

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.9～13で展開する。）

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.17,20,26,27,28,30～33,37,38,40,41で展開する。）

－

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

－

－－

○

代替設備により必要な機能の確保:○
修理の対応：（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.174～178で展開する。）

保安規定：（運用要求）
－

（冒頭宣言であり，具体の設
計は基本設計方針No.174～178

で展開する。）
－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（2/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-17
常設重大事故等対処設備は，「2.　地盤」に基づく地盤に設置し，地
震，津波及び火災に対しては，「3.1 　地震による損傷の防止」，
「3.2 　津波による損傷の防止」及び「5. 火災等による損傷の防止」
に基づく設計とする。

冒頭宣言【32条，33
条，34条，35条】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は32条と
して展開）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は33条と
して展開）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は34条と
して展開）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は35条と
して展開）

36条-18
事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる外
的事象のうち地震に対して，地震を要因とする重大事故等に対処する
ために重大事故等時に機能を期待する常設重大事故等対処設備は,
「9.2.6　地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基
づく設計とする。

冒頭宣言
【36条179～195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.179
～195で展開す

る。）
36条-19

また，溢水，化学薬品漏えい及び火災並びに設計基準より厳しい条件
の要因となる内的事象の配管の全周破断に対して常設重大事故等対処
設備は，設計基準事故に対処するための設備の安全機能と同時にその
機能が損なわれるおそれがないよう，可能な限り位置的分散を図るか
又は溢水，化学薬品漏えい及び火災並びに設計基準より厳しい条件の
要因となる内的事象の配管の全周破断に対して健全性を確保する設計
とする。

設置要求
冒頭宣言【36条87～
89,109】

36条-20

常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積
雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空機落
下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣
工場等の火災及び爆発に対する健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言【36条91～
105】

－

36条-21

周辺機器等からの影響のうち内部発生飛散物に対して，回転羽の損壊
により飛散物を発生させる回転機器について回転体の飛散を防止する
設計とし，常設重大事故等対処設備が機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言【36条106，
107】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No.106,107で
展開する。）

36条-22

環境条件に対する健全性については，「9.2.4　環境条件等」に基づく
設計とする。

冒頭宣言【36条69】

36条-23

b. 可搬型重大事故等対処設備
可搬型重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処
するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等
に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれが
ないよう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位
置的分散を考慮して適切な措置を講ずる設計とする。

設置要求

36条-24
可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，その他の自然現象又は故
意による大型航空機の衝突その他のテロリズム，設計基準事故に対処
するための設備及び重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮し
た上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管する設計とす
る。

設置要求

○※２
故意による大
型航空機の衝
突その他のテ
ロリズムの考

慮

36条-25

重大事故等における条件に対して可搬型重大事故等対処設備は，想定
される重大事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線
及び荷重を考慮し，その機能を確実に発揮できる設計とする。

冒頭宣言【36条112】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.112

で展開す
る。）

36条-26

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は，「2.　地盤」に基づく
地盤に設置された建屋等に位置的分散することにより，設計基準事故
に対処するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大
事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるお
それがないように保管する設計とする。

設置要求 ○

36条-27

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，「3.1　 地震による損
傷の防止」に示す地震により，転倒しないことを確認する，又は必要
により固縛等の措置をするとともに，「3.1　 地震による損傷の防
止」の地震により生ずる敷地下斜面のすべり，液状化又は揺すり込み
による不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地盤支持力の不足，地中埋設
構造物の損壊等により必要な機能を喪失しない複数の保管場所に位置
的分散することにより，設計基準事故に対処するための設備の安全機
能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な
機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないように保管する設計
とする。

機能要求①
設置要求

○※１
液状化又は揺
すり込みによ
る不等沈下等
の影響のない
場所の選定

○

36条-28

また，事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因と
なる外的事象のうち地震に対して，地震を要因とする重大事故等に対
処するために重大事故等時に機能を期待する可搬型重大事故等対処設
備は, 「9.2.6　地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設
計」に基づく設計とする。津波に対して可搬型重大事故等対処設備の
保管場所については，「3.2　 津波による損傷の防止」に示す津波に
よる影響を受けない位置に設置する設計とする。また，可搬型重大事
故等対処設備の据付けは，津波による影響を受けるおそれのない場所
を選定することとし，使用時に津波による影響を受けるおそれのある
場所に据付ける場合は，津波に対して重大事故等への対処に必要な機
能を損なわない設計とする。火災に対して可搬型重大事故等対処設備
は,「5．火災等による損傷の防止」に基づく設計とするとともに，
「9.2.7 　可搬型重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針」
に基づく火災防護を行う設計とする。

冒頭宣言【36条179～
195，196～211】
設置要求
運用要求

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.179
～195で展開す

る。）

○※１
据付における
退避を含めた
運用上の配慮

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.196
～211で展開す

る。）

36条-29

溢水，化学薬品漏えい，火災，内部発生飛散物及び設計基準より厳し
い条件の要因となる内的事象の配管の全周破断に対して可搬型重大事
故等対処設備は，設計基準事故に対処するための設備の安全機能又は
常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能と
同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，可能な限り位置的分
散を図る設計とする。

設置要求 ○

○※１
想定破損によ
る蒸気漏えい
により機能喪
失する可搬型
SA設備は，
100m離れた外
部保管エリア
に予備を確保
する設計（36
条119の要求に
対し，耐性を
確保できない
可搬型SA設備
は，位置的分
散して保管す
る予備を期待
して機能を維
持する設計）

○※２
配管の全周破

断の考慮

－

－ －

位置的分散：○※２
配管の全周破断の考慮

健全性確保：（冒頭宣言であり，具体の設計
は基本設計方針No.87～89,109で展開す

る。）

－

－

－

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.69で展開する。）

－

－

－○

－
（冒頭宣言であり，具体の設
計は基本設計方針No.91～105

で展開する。）
（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.91～105で展開する。） －

－

－

－

－

－○

－

－－

－

－

○
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要求事項とDB設計の関係整理（3/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-30

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍
結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火
災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏え
い，電磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対して，外部からの衝
撃による損傷の防止が図られた建屋等内に保管し，かつ，設計基準事
故に対処するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重
大事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれる
おそれがないよう，設計基準事故に対処するための設備又は常設重大
事故等対処設備を設置する場所と異なる場所に保管する設計とする。

設置要求

○※１
建屋開口等に
より防護が期
待できない可
搬型SA設備
は，100m離れ
た外部保管エ
リアに予備を
確保する設計
（36条121の要
求に対し，耐
性を確保でき
ない可搬型SA
設備は，位置
的分散して保
管する予備を
期待して機能
を維持する設

計）

36条-31

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，自然現象，人為事象及
び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して，設計基
準事故に対処するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備
の重大事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわ
れるおそれがないよう，設計基準事故に対処するための設備又は常設
重大事故等対処設備を設置する建屋の外壁から100ｍ以上の離隔距離を
確保した場所に保管するとともに異なる場所にも保管することで位置
的分散を図る設計とする。

設置要求 －

○※１
屋外にのみ保
管する可搬型
SA設備は互い
に100m以上の
離隔を確保し
て保管する設
計（36条122の
要求に対し，
耐性を確保で
きない可搬型
SA設備は，固
縛等の措置を
講じた上で相
互に位置的分
散して保管す
る予備を期待
して機能を維
持する設計）

○※１
屋外にのみ保
管する可搬型
SA設備は互い
に100m以上の
離隔を確保し
て保管する設
計（36条126の
要求に対し，
避雷設備の捕
捉範囲外に保
管する可搬型
SA設備は相互
に位置的分散
して保管する
予備を期待し
て機能を維持
する設計）

○※１
屋外にのみ保
管する可搬型
SA設備は互い
に100m以上の
離隔を確保し
て保管する設
計（36条101の
要求に対し，
耐性を確保で
きない可搬型
SA設備は相互
に位置的分散
して保管する
予備を期待し
て機能を維持
する設計）

○※２
故意による大
型航空機の衝
突その他のテ
ロリズムの考

慮

36条-32

また，屋外に設置する設計基準事故に対処するための設備からも100ｍ
以上の離隔距離を確保する設計とする。

設置要求 －

36条-33
屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍
結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火
災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏え
い，電磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対して健全性を確保す
る設計とする。

冒頭宣言【36条122～
132】

36条-34
環境条件に対する健全性については，「9.2.4　環境条件等」に基づく
設計とする。

冒頭宣言【36条69】

36条-35
c. 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等対処設備の接続口
建屋等の外から水，空気又は電力を供給する可搬型重大事故等対処設
備と常設設備との接続口は，共通要因によって接続することができな
くなることを防止するため，それぞれ互いに異なる複数の場所に設置
する設計とする。

設置要求

36条-36

接続口は，重大事故等における条件に対して，想定される重大事故等
が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮
し，その機能を確実に発揮できる設計とするとともに，建屋等内の適
切に離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所に設置する設計とす
る。また，重大事故等における条件に対する健全性を確保する設計と
する。

冒頭宣言【36条78～
82】
設置要求

位置的分散：
○

健全性確保：
（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.78～
82で展開す

る。）

36条-37
地震に対して接続口は，「2.　地盤」に基づく地盤に設置する建屋等
内に設置する設計とする。

設置要求 ○

36条-38
地震，津波及び火災に対しては，「3.1 　地震による損傷の防止」，
「3.2 　津波による損傷の防止」及び「5. 火災等による損傷の防止」
に基づく設計とする。

冒頭宣言【33条，34
条，35条】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は33条と
して展開）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は34条と
して展開）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は35条と
して展開）

36条-39
溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して建屋の外から水，空気又は電
力を供給する可搬型重大事故等対処設備と常設設備との接続口は，溢
水，化学薬品漏えい及び火災によって接続することができなくなるこ
とを防止するため，それぞれ互いに異なる複数の場所に設置する設計
とする。

設置要求

36条-40
接続口は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の
影響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地
内における化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災及び爆
発に対して健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言【36条91～
105】

36条-41
接続口は，複数のアクセスルートを踏まえて自然現象，人為事象及び
故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して建屋等内の
適切に離隔した隣接しない位置の異なる複数の場所に設置する設計と
する。

設置要求

○※２
故意による大
型航空機の衝
突その他のテ
ロリズムの考

慮
36条-42

設計基準より厳しい条件の要因となる外的事象のうち地震に対して，
地震を要因とする重大事故等に対処するために重大事故等時に機能を
期待する接続口は，「9.2.6　地震を要因とする重大事故等に対する施
設の耐震設計」に基づく設計とする。

冒頭宣言【36条179～
195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.179
～195で展開す

る。）

36条-43
接続口は，設計基準より厳しい条件の要因となる事象の内的事象のう
ち配管の全周破断に対して配管の全周破断の影響により接続できなく
なることを防止するため，漏えいを想定するセル及びグローブボック
ス内で漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)
に対して健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言【36条109】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.109

で展開す
る。）

36条-44
環境条件に対する健全性については，常設重大事故等対処設備とし
て，「9.2.4　環境条件等」に基づく設計とする。

冒頭宣言【36条69】

36条-45
(2) 悪影響防止
重大事故等対処設備は，再処理事業所内の他の設備(安全機能を有する
施設，当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備，MOX燃料加
工施設及びMOX燃料加工施設の重大事故等対処設備を含む。)に対して
悪影響を及ぼさない設計とする。

冒頭宣言【36条47～
51】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.47～
51で展開す
る。）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.47～
51で展開す
る。）

36条-46
重大事故等対処設備は，重大事故等における条件を考慮し，他の設備
への影響としては，重大事故等対処設備使用時及び待機時の系統的な
影響(電気的な影響を含む。)，内部発生飛散物による影響並びに竜巻
により飛来物となる影響を考慮し，他の設備の機能に悪影響を及ぼさ
ない設計とする。

冒頭宣言【36条47～
50】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.47～
50で展開す
る。）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.47～
50で展開す
る。）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.47～
50で展開す
る。）

36条-47
系統的な影響について，重大事故等対処設備は，弁等の操作によって
安全機能を有する施設として使用する系統構成から重大事故等対処設
備としての系統構成とすること，重大事故等発生前(通常時)の隔離若
しくは分離された状態から弁等の操作や接続により重大事故等対処設
備としての系統構成とすること，他の設備から独立して単独で使用可
能なこと，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成
で重大事故等対処設備として使用すること等により，他の設備に悪影
響を及ぼさない設計とする。

機能要求① ○

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.69で展開する。）

－

－

－

－

－

－ （冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.122～132で展開する。）

－

－

－

－

○

○ ○ ○ ○

○

○

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.91～105で展開する。）－ －

－

－

－

－

－

－

－

○

○

－ － －

－

－ －

－

－－ －
（冒頭宣言であり，具体の設
計は基本設計方針No.47～51で

展開する。）

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.69で展開する。） ○
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要求事項とDB設計の関係整理（4/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-48
可搬型放水砲については，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋及び使
用済燃料受入れ・貯蔵建屋への放水により，当該設備の使用を想定す
る重大事故時において必要となる屋外の他の設備に悪影響を及ぼさな
い設計とする。

運用要求 （運用要求）

36条-49
重大事故等対処設備からの内部発生飛散物による影響については，回
転機器の破損を想定し，回転体が飛散することを防ぐことで他の設備
に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① ○

36条-50
重大事故等対処設備が竜巻により飛来物となる影響については，外部
からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に設置又は保管する
ことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする，又は，風荷重を
考慮し，屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は必要に応じて固
縛等の措置をとることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす
る。

設置要求
機能要求①
評価要求

○

36条-51
重大事故等対処設備は，共用対象の施設ごとに要求される技術的要件
(重大事故等に対処するために必要な機能)を満たしつつ，同じ敷地内
に設置するMOX燃料加工施設と共用することにより安全性が向上し，か
つ，再処理施設及びMOX燃料加工施設に悪影響を及ぼさない場合には共
用できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

○ －

36条-52
9.2.3 個数及び容量
(1) 常設重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等の収束において，
想定する事象及びその事象の進展等を考慮し，重大事故等時に必要な
目的を果たすために，事故対応手段としての系統設計を行う。重大事
故等の収束は，これらの系統又はこれらの系統と可搬型重大事故等対
処設備の組合せにより達成する。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-53
「容量」とは，タンク容量，伝熱容量，発電機容量，計装設備の計測
範囲及び作動信号の設定値等とする。

定義【設計条件】

36条-54
常設重大事故等対処設備は，重大事故等への対処に十分に余裕がある
容量を有する設計とするとともに，設備の機能，信頼度等を考慮し，
動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた個数を確保する設計とす
る。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-55
常設重大事故等対処設備のうち安全機能を有する施設の系統及び機器
を使用するものについては，安全機能を有する施設の容量の仕様が，
系統の目的に応じて必要となる容量に対して十分であることを確認し
た上で，安全機能を有する施設としての容量と同仕様の設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-56

常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への対処を本来の目的とし
て設置する系統及び機器を使用するものについては，系統の目的に応
じて必要な個数及び容量を有する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-57
常設重大事故等対処設備のうち，MOX燃料加工施設と共用する常設重大
事故等対処設備は，再処理施設及びMOX燃料加工施設における重大事故
等の対処に必要となる個数及び容量を有する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-58
一つの接続口で複数の機能を兼用して使用する場合には，それぞれの
機能に必要な容量が確保できる接続口を設ける設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-59
(2) 可搬型重大事故等対処設備
可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等の収束におい
て，想定する事象及びその事象の進展を考慮し，事故対応手段として
の系統設計を行う。重大事故等の収束は，これらの系統の組合せ又は
これらの系統と常設重大事故等対処設備の組合せにより達成する。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-60
「容量」とは，ポンプ流量，タンク容量，発電機容量，ボンベ容量，
計測器の計測範囲等とする。

定義【設計条件】

36条-61

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目的に応じて必要な容量に対し
て十分に余裕がある容量を有する設計とするとともに，設備の機能，
信頼度等を考慮し，予備を含めた保有数を確保する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-62
可搬型重大事故等対処設備のうち，複数の機能を兼用することで，設
置の効率化，被ばくの低減が図れるものは，同時に要求される可能性
がある複数の機能に必要な容量を合わせた設計とし，兼用できる設計
とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-63

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等への対処に必要な個数(必要
数)に加え，予備として故障時のバックアップ及び点検保守による待機
除外時のバックアップを合わせて必要数以上確保する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-64
また，再処理施設の特徴である同時に複数の建屋に対し対処を行うこ
と及び対処の制限時間等を考慮して，建屋内及び建屋近傍で対処する
ものについては，複数の敷設ルートに対してそれぞれ必要数を確保す
るとともに，建屋内に保管するホースについては1本以上の予備を含め
た個数を必要数として確保する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-65

可搬型重大事故等対処設備のうち，臨界事故，冷却機能の喪失による
蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による爆発，使用済燃料貯
蔵槽等の冷却機能等の喪失に対処する設備は，安全上重要な施設の安
全機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能喪失する重大事故等に
ついては，当該系統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要な設備を1
セット確保する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-66
ただし，安全上重要な施設の安全機能の喪失を想定した結果，その範
囲が系統で機能喪失する重大事故等については，当該系統の範囲ごと
に重大事故等への対処に必要な設備を1セット確保する。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-67
また，安全上重要な施設以外の施設の機器で発生するおそれがある場
合についても同様とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-68

可搬型重大事故等対処設備のうち，MOX燃料加工施設と共用する可搬型
重大事故等対処設備は，再処理施設及びMOX燃料加工施設における重大
事故等の対処に必要となる個数及び容量を有する設計とする。

冒頭宣言【第38条～
第51条】

36条-69

9.2.4 環境条件等
(1)環境条件
重大事故等対処設備は，内的事象を要因とする重大事故等に対処する
ものと外的事象を要因とする重大事故等に対処するものそれぞれに対
して想定される重大事故等が発生した場合における温度，圧力，湿
度，放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効に発揮できるよう，そ
の設置場所(使用場所)及び保管場所に応じた耐環境性を有する設計と
するとともに，操作が可能な設計とする。

冒頭宣言【36条70～
77】

36条-70

重大事故等時の環境条件については，重大事故等における温度，圧
力，湿度，放射線，荷重に加えて，重大事故による環境の変化を考慮
した環境温度，環境圧力，環境湿度による影響，重大事故等時に汽水
を供給する系統への影響，自然現象による影響，人為事象の影響及び
周辺機器等からの影響を考慮する。

冒頭宣言【36条71～
77】

36条-71

荷重としては，重大事故等が発生した場合における機械的荷重に加え
て，環境温度，環境圧力及び自然現象による荷重を考慮する。また，
同一建屋内において同時又は連鎖して発生を想定する重大事故等とし
ては，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する
水素による爆発を考慮する。系統的な影響を受ける範囲において互い
の事象による温度及び圧力の影響を考慮する。

冒頭宣言【36条78～
82（常設重大事故等
対処設備），36条112
～115（可搬型重大事
故等対処設備）】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.78～
82,112～115で
展開する。）

－

－

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（設計条件：常設重大事故等対処設備に係る容量）
※36条-54～58の設計条件

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

－

－ －

－

（設計条件：可搬型重大事故等対処設備に係る容量）
※36条-61,62,68の設計条件

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.71～77で展開する。）

－

－

－－（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.78～82,112～115で展開する。）

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.70～77で展開する。）

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。

（冒頭宣言であり，具体の設計は38条～51条として展開）
※個数・容量に関する設計方針は，各個別条文の事故対処に係るシステム設計と合わせて説明する内容であり，本項目では共通的な設計方針を示しているため，冒頭宣言とする。
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要求事項とDB設計の関係整理（5/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-72

自然現象については，重大事故等時における敷地及びその周辺での発
生の可能性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展速度や事象進
展に対する時間余裕の観点から，重大事故等時に重大事故等対処設備
に影響を与えるおそれがある事象として，地震，津波，風(台風)，竜
巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森
林火災及び塩害を選定する。

冒頭宣言【36条
83,86,90～103（常設
重大事故等対処設
備），36条116,120～
131（可搬型重大事故
等対処設備）】

36条-73

自然現象による荷重の組合せについては，地震，風(台風)，竜巻，積
雪及び火山の影響を考慮する。

定義【設計条件】 －

（設計条件：
自然現象の組

合せ）
※36条-

91,92,121～
123の設計条件

－

（設計条件：
自然現象の組

合せ）
※36条-

91,92,121～
122の設計条件

（設計条件：
自然現象の組

合せ）
※36条-

91,92,121,123
の設計条件

（設計条件：
自然現象の組

合せ）
※36条-

91,92,121～
122の設計条件

（設計条件：
自然現象の組

合せ）
※36条-

91,92,121,123
の設計条件

36条-74
人為事象については，重大事故等時における敷地及びその周辺での発
生の可能性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展速度や事象進
展に対する時間余裕の観点から，重大事故等時に重大事故等対処設備
に影響を与えるおそれのある事象として，敷地内における化学物質の
漏えい及び電磁的障害を選定する。なお，これらの自然現象及び人為
事象については，設計基準対象の施設について考慮する「3.3　外部か
らの衝撃による損傷の防止」に示す条件を考慮する。

冒頭宣言【36条
101,104,105（常設重
大事故等対処設
備）,36条
129,131,132（可搬型
重大事故等対処設
備）】

36条-75

重大事故等の要因となるおそれとなる事業指定(変更許可)を受けた設
計基準より厳しい条件の要因となる事象の外的事象の地震及び火山の
影響(降下火砕物による積載荷重)を考慮する。

冒頭宣言【36条84～
86,108（常設重大事
故等対処設備）,36条
117,118,134,135（可
搬型重大事故等対処
設備）】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No84～
86,108,117,11
8,134,135で展
開する。）

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No84～
86,108,117,11
8,134,135で展
開する。）

36条-76

また，内的事象として，配管の全周破断を考慮する。
冒頭宣言【36条
109,136】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設

計方針
No109,136で展
開する。）

36条-77

周辺機器等からの影響としては，地震，火災，溢水，化学薬品漏えい
による波及的影響及び内部発生飛散物を考慮する。また，同時に発生
する可能性のあるMOX燃料加工施設における重大事故等による影響につ
いても考慮する。

冒頭宣言【36条85～
89,106,107,110（常
設重大事故等対処設
備）,36条
118,119,133,137（可
搬型重大事故等対処
設備）】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No85～
89,106,107,11
0,118,119,133
,137で展開す

る。）

36条-78
a.常設重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合に
おける温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効
に発揮できるよう，その設置場所(使用場所)に応じた耐環境性を有す
る設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-79

常設重大事故等対処設備のうち，放射線分解により発生する水素によ
る爆発の発生及び有機溶媒等による火災又は爆発の発生を想定する機
器については，瞬間的に上昇する内部流体温度及び内部流体圧力の影
響により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-80
使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止の対処に係る常設重大事故等
対処設備は，重大事故等時における使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の
環境温度，環境湿度，環境圧力及び放射線を考慮した設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-81

同一建屋内において同時に発生を想定する冷却機能の喪失による蒸発
乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発に対して，これら
の重大事故等に対処するための常設重大事故等対処設備は，系統的な
影響を受ける範囲において互いの重大事故等による温度，圧力，湿
度，放射線及び荷重に対して，重大事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-82

重大事故等時に汽水を供給する系統への影響に対して常時汽水を通水
するコンクリート構造物については，腐食を考慮した設計とする。

機能要求①

○※２
SA時の事故時
環境（汽水）

の考慮

36条-83
地震に対して常設重大事故等対処設備は，「3.1　地震による損傷の防
止」に記載する地震力による荷重を考慮して，重大事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言【第33条】 －

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は33条と
して展開）

36条-84
また，事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因と
なる外的事象のうち地震に対して，地震を要因とする重大事故等に対
処するために重大事故等時に機能を期待する常設重大事故等対処設備
は，「9.2.6　地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」
に基づく設計とする。

冒頭宣言【36条179～
195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No179～
195で展開す

る。）
36条-85

さらに，地震に対して常設重大事故等対処設備は，当該設備周辺の機
器等からの波及的影響によって重大事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。また，当該設備周辺の資機材の落下，転倒によ
る損傷を考慮して，当該設備周辺の資機材の落下防止，転倒防止，固
縛の措置を行う設計とする。

冒頭宣言【第33条】
冒頭宣言【36条179～
195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は33条と
して展開）
（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No179～
195で展開す

る。）

36条-86

ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，地震により機能が損なわれる場合，
代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で
修理の対応を行うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適切に組
み合わせることにより，機能を損なわない設計とする。代替設備によ
り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を
行うこと，関連する工程を停止すること等については，保安規定に定
めて，管理する。

（代替設備により必
要な機能を確保する
こと）
設置要求
機能要求①

(修理の対応)
冒頭宣言【36条174～
178 】

（保安規定）
運用要求

－

代替設備によ
り必要な機能
の確保:○

修理の対応：
（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.174
～178で展開す

る。）
保安規定：
（運用要求）

－－

－ －

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No85～
89,106,107,110,118,119,133,137で展開する。）

－ －

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.83,86,90～103,116,120～131で展開する。） －

－－

－ （冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.101,104,105,129,131,132で展開する。） －

－ －

－ －

－

－ －

－ －

－ －

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（6/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-87

溢水及び化学薬品の漏えいに対して常設重大事故等対処設備は，想定
する溢水量及び化学薬品漏えいに対して，機能を損なわない高さへの
設置，被水防護及び被液防護を行うことにより，重大事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

○

○※１
想定破損によ
る没水に対
し，水が接続
口内に侵入し
ない構造とし
た上で，収束
後の水位を低
下させて機能
復旧を図る設

計

36条-88
火災に対して常設重大事故等対処設備は，「5．火災等による損傷の防
止」に基づく設計とすることにより，重大事故等への対処に必要な機
能を損なわない設計とする。

冒頭宣言【第35条】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は35条と
して展開）

36条-89

ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，溢水，化学薬品漏えい及び火災によ
る損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全
上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工程の停止等又
はこれらを適切に組み合わせることにより，機能を損なわない設計と
する。代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない
期間で修理の対応を行うこと，関連する工程を停止すること等につい
ては，保安規定に定めて，管理する。

（代替設備により必
要な機能を確保する
こと）
設置要求
機能要求①

(修理の対応)
冒頭宣言【36条174～
178 】

（保安規定）
運用要求

36条-90

津波に対して常設重大事故等対処設備は，「3.2　津波による損傷の防
止」に基づく設計とする。

冒頭宣言【第34条】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は34条と
して展開）

36条-91

屋内の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降
水，積雪及び火山の影響に対して外部からの衝撃による損傷を防止で
きる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱
硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋，制御建屋，非常用電源建屋，主排気筒管理建屋，第１保管庫・貯
水所，第２保管庫・貯水所，緊急時対策建屋及び洞道に設置し，重大
事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

○※１
情報把握計装
設備用屋内伝
送系統等の屋
外アンテナ
は，予備品に
よる復旧によ
り機能を損な
わない設計

36条-92

屋外の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，積雪及び火山の
影響に対して，風(台風)及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下火
砕物による積載荷重により重大事故等への対処に必要な機能を損なわ
ない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

○

36条-93
凍結，高温及び降水に対して屋外の常設重大事故等対処設備は，凍結
防止対策，高温防止対策及び防水対策により，重大事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
機能要求②
運用要求

36条-94
ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，積雪，火山の影
響，凍結，高温及び降水により機能が損なわれる場合，代替設備によ
り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を
行うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適切に組み合わせるこ
とにより，機能を損なわない設計とする。代替設備により必要な機能
を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関
連する工程を停止すること等については，保安規定に定めて，管理す
る。

（代替設備により必
要な機能を確保する
こと）
設置要求
機能要求①

(修理の対応)
冒頭宣言【36条174～
178 】

（保安規定）
運用要求

36条-95

落雷に対して外部電源系統からの電気の供給の停止及び非常用所内電
源設備からの電源の喪失(以下「全交流動力電源喪失」という。)を要
因とせずに発生する重大事故等に対処する常設重大事故等対処設備
は，直撃雷及び間接雷を考慮した設計とする。

冒頭宣言
【36条96,97】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No96,97

で展開す
る。）

36条-96
直撃雷に対して，当該設備自体が構内接地網と連接した避雷設備を有
する設計とする又は構内接地網と連接した避雷設備を有する建屋等に
設置することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない
設計とする。

設置要求 ○

36条-97

間接雷に対して，雷サージによる影響を軽減することにより，重大事
故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求① ○

36条-98

ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，落雷により機能が損なわれる場合，
代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で
修理の対応を行うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適切に組
み合わせることにより，機能を損なわない設計とする。代替設備によ
り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を
行うこと，関連する工程を停止すること等については，保安規定に定
めて，管理する。

（代替設備により必
要な機能を確保する
こと）
設置要求
機能要求①

(修理の対応)
冒頭宣言【36条174～
178 】

（保安規定）
運用要求

代替設備によ
り必要な機能
の確保:○

修理の対応：
（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.174
～178で展開す

る。）
保安規定：
（運用要求）

36条-99

生物学的事象に対して常設重大事故等対処設備は，鳥類，昆虫類及び
小動物の侵入を考慮し，これら生物の侵入を防止又は抑制することに
より，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
運用要求

○

36条-100
森林火災に対して常設重大事故等対処設備は，防火帯の内側に設置す
ることにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計と
する。

設置要求 ○

－－

－ －

－－

代替設備により必要な機能の確保:○
修理の対応：（冒頭宣言であり，具体の設計
は基本設計方針No.174～178で展開する。）

保安規定：（運用要求）

－－－

○※１
想定破損によ
る没水に対
し，水が接続
口内に侵入し
ない構造とし
た上で，収束
後の水位を低
下させて機能
復旧を図る設

計

○※１
想定破損によ
る蒸気漏えい
に対し，予備
品と交換する
ことにより機
能復旧を図る

設計

○※１
想定破損によ
る溢水に対し
防護が期待で
きない新設す
る内的SA設備
（常設）は，
機能復旧まで
の間再処理運
転を停止する

設計

○※２
・溢水源とし
て緊対所及び
保管庫・貯水

所を考慮
・スロッシン
グに対する評
価手法の違い

－ －

－ －

－

○

代替設備により必要な機能の確保:○
修理の対応：（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.174～178で展開する。）

保安規定：（運用要求）

－ －

－－－

○

○

－－

－ －

－－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（7/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-101

また，森林火災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，離
隔距離の確保等により，常設重大事故等対処設備の重大事故等への対
処に必要な機能を損なわない設計とする。
ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，森林火災発生時に消防車による事前
散水による延焼防止を図るとともに代替設備により機能を損なわない
設計とする。消防車による事前散水を含む火災防護計画を，保安規定
に定めて，管理する。

機能要求①
評価要求
運用要求
設置要求

○※１
情報把握計装
設備用屋内伝
送系統等の屋
外アンテナ
は，予備品に
よる復旧によ
り機能を損な
わない設計

○※１
建屋開口等に
より防護が期
待できない常
設SA設備は，
予備品と交換
することによ
り機能復旧を

図る設計

36条-102 塩害に対して屋内の常設重大事故等対処設備は，換気設備の建屋給気
ユニットへの粒子フィルタの設置，直接外気を取り込む施設の防食処
理により，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とす
る。

設置要求
機能要求①

○

36条-103
また，屋外の常設重大事故等対処設備は，屋外施設の塗装等による腐
食防止対策又は受電開閉設備の絶縁性の維持対策により，重大事故等
への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
運用要求

○

36条-104

敷地内における化学物質の漏えいに対して屋外の常設重大事故等対処
設備は，機能を損なわない高さへの設置，被液防護を行うことによ
り，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

設置要求

36条-105
電磁的障害に対して常設重大事故等対処設備は，重大事故等時におい
ても電磁波により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計
とする。

機能要求① ○

36条-106
周辺機器等からの影響について常設重大事故等対処設備は，内部発生
飛散物に対して当該設備周辺機器の回転機器の回転羽の損壊による飛
散物の影響を考慮し，影響を受けない位置へ設置することにより重大
事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

設置要求 ○

36条-107

ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用
する常設重大事故等対処設備は，内部発生飛散物を考慮して，代替設
備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の
対応を行うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適切に組み合わ
せることにより，機能を損なわない設計とする。代替設備により必要
な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を行うこ
と，関連する工程を停止すること等については，保安規定に定めて，
管理する。

（代替設備により必
要な機能を確保する
こと）
設置要求
機能要求①

(修理の対応)
冒頭宣言【36条174～
178 】

（保安規定）
運用要求

代替設備によ
り必要な機能
の確保:○

修理の対応：
（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No.174
～178で展開す

る。）
保安規定：
（運用要求）

36条-108

事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事
象の外的事象のうち火山の影響(降下火砕物による積載荷重，フィルタ
の目詰まり等)及び積雪に対して常設重大事故等対処設備は，火山の影
響(降下火砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり等)に対しては
フィルタ交換，清掃及び除灰，積雪に対しては除雪を踏まえて影響が
ないよう重大事故等への対処に必要な機能を維持する設計とする。積
雪に対する除雪，火山の影響(降下火砕物による積載荷重，フィルタの
目詰まり等)に対するフィルタ交換，清掃及び除灰については，保安規
定に定めて，管理する。

運用要求

○※１
フィルタ交
換，清掃，除
灰及び屋内へ
の配備を実施

する設計
○※２

設計基準を超
える降灰濃度

の考慮

○※１
除雪を実施す

る設計

36条-109
事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事
象の内的事象のうち配管の全周破断に対して常設重大事故等対処設備
は，漏えいを想定するセル及びグローブボックス内で漏えいした放射
性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)により重大事故等への
対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

36条-110
常設重大事故等対処設備は，同時に発生する可能性のあるMOX燃料加工
施設における重大事故等による建屋外の環境条件の影響を受けない設
計とする。

機能要求①
○※２

SA時の事故時
環境の考慮

36条-111
重大事故等対処設備において，主たる流路の機能を維持できるよう，
主たる流路に影響を与える範囲について，主たる流路と同一又は同等
の規格で設計する。

機能要求①
機能要求②

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-112
b.可搬型重大事故等対処設備
可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合
における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能が有
効に発揮できるよう，その設置場所(使用場所)及び保管場所に応じた
耐環境性を有する設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-113
使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止の対処に係る可搬型重大事故
等対処設備は，重大事故等時における使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内
の環境温度，環境湿度，環境圧力及び放射線を考慮した設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-114
同一建屋内において同時に発生を想定する冷却機能の喪失による蒸発
乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発に対して，これら
の重大事故等に対処するための可搬型重大事故等対処設備は，系統的
な影響を受ける範囲において互いの重大事故等による温度，圧力，湿
度，放射線及び荷重に対して，重大事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-115
重大事故等時に汽水を供給する系統への影響に対して常時汽水を通水
する又は尾駮沼で使用する可搬型重大事故等対処設備は，耐腐食性材
料を使用する設計とする。また，尾駮沼から直接取水する際の異物の
流入防止を考慮した設計とする。

機能要求①

○※２
SA時の事故時
環境（汽水）

の考慮

36条-116
地震に対して可搬型重大事故等対処設備は，「3.1　地震による損傷の
防止」に記載する地震力による荷重を考慮して，当該設備の落下防
止，転倒防止，固縛の措置を講ずる設計とする。

機能要求① － ○

36条-117
事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる外
的事象のうち地震に対して，地震を要因とする重大事故等に対処する
ために重大事故等時に機能を期待する可搬型重大事故等対処設備は，
「9.2.6　地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基
づく設計とする。

冒頭宣言【36条179～
195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No179～
195で展開す

る。）

36条-118

さらに，当該設備周辺の機器等からの波及的影響によって重大事故等
への対処に必要な機能を損なわない設計とする。また，当該設備周辺
の資機材の落下，転倒による損傷を考慮して，当該設備周辺の資機材
の落下防止，転倒防止，固縛の措置を行う設計とする。

冒頭宣言【36条179～
195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No179～
195で展開す

る。）

－ －

－－

－ －

○

－ －

－－

－ －

○

○※１
情報把握計装設備用屋内伝送
系統等の屋外アンテナは，予
備品による復旧により機能を

損なわない設計

－ －

－－

－－

○※２
溢水源としてセル・GB内の放
射性物質を含む腐食性流体を
内包する配管の全周破断を考

慮した設計

－ －

－ － －

－ －

－

－

－

－ －

－ －

－ －
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要求事項とDB設計の関係整理（8/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-119

溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して可搬型重大事故等対処設備
は，溢水及び化学薬品漏えいに対しては想定する溢水量及び化学薬品
漏えいに対して機能を損なわない高さへの設置又は保管，被水防護及
び被液防護を行うことにより，火災に対しては「9.2.7 　可搬型重大
事故等対処設備の内部火災に対する防護方針」に基づく火災防護を行
うことにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計と
する。

機能要求①
設置要求
評価要求
冒頭宣言【36条196～
211】

○

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No196～
211で展開す

る。）

○※１
想定破損によ
る蒸気漏えい
により機能喪
失する可搬型
SA設備は，
100m離れた外
部保管エリア
に予備を確保
する設計（36
条119の要求に
対し，耐性を
確保できない
可搬型SA設備
は，36条29に
基づき位置的
分散して保管
する予備を期
待して機能を
維持する設

計）

○※１
被水に対し防
水シートによ
り防護する設

計

○

36条-120

津波に対して可搬型重大事故等対処設備の保管場所は，「3.2　津波に
よる損傷の防止」に示す津波による影響を受けない位置に保管する設
計とする。また，可搬型重大事故等対処設備の据付けは，津波による
影響を受けるおそれのない場所を選定することとし，使用時に津波に
よる影響を受けるおそれのある場所に据付ける場合は，津波に対して
重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言【第34条】
設置要求
運用要求

保管：（冒頭
宣言であり，
具体の設計は
34条として展

開）
据付：○※１
据付における
退避を含めた
運用上の配慮

36条-121

風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪及び火山の影響に対して屋
内の可搬型重大事故等対処設備は，外部からの衝撃による損傷を防止
できる建屋等内に保管し，重大事故等への対処に必要な機能を損なわ
ない設計とする。

設置要求

○※１
建屋開口等に
より防護が期
待できない可
搬型SA設備
は，100m離れ
た外部保管エ
リアに予備を
確保する設計
（36条121の要
求に対し，耐
性を確保でき
ない可搬型SA
設備は，36条
30に基づき位
置的分散して
保管する予備
を期待して機
能を維持する

設計）

36条-122

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，風(台風)及び竜巻に対して風(台
風)及び竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備又は当該設備
を収納するものに対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設
計とする。
ただし，固縛する屋外の可搬型重大事故等対処設備のうち，地震時の
移動を考慮して，地震後の機能を維持する設備は，余長を有する固縛
で拘束することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわな
い設計とする。

機能要求①
評価要求

○※１
屋外にのみ保
管する可搬型
SA設備は互い
に100m以上の
離隔を確保し
て保管する設
計（36条122の
要求に対し，
耐性を確保で
きない可搬型
SA設備は，固
縛等の措置を
講じた上で36
条31の要求に
基づき相互に
位置的分散し
て保管する予
備を期待して
機能を維持す

る設計）

－ ○

36条-123

積雪及び火山の影響に対して屋外の可搬型重大事故等対処設備は，積
雪荷重，降下火砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり等を考慮
し，損傷防止措置として除雪，フィルタ交換，清掃，除灰及び屋内へ
の配備を実施することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損
なわないよう維持する設計とする。除雪，フィルタ交換，清掃，除灰
及び屋内への配備を実施することについては，保安規定に定めて，管
理する。

運用要求

○※１
フィルタ交
換，清掃，除
灰及び屋内へ
の配備を実施

する設計

○※１
除雪する設計

36条-124
凍結，高温及び降水に対して屋外の可搬型重大事故等対処設備は，凍
結防止対策，高温防止対策及び防水対策により，重大事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
機能要求②
運用要求

36条-125

落雷に対して全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等
に対処する可搬型重大事故等対処設備は，直撃雷を考慮した設計とす
る。

冒頭宣言
【36条126】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No126で
展開する。）

36条-126

直撃雷に対して，構内接地網と連接した避雷設備で防護される範囲内
に保管する又は構内接地網と連接した避雷設備を有する建屋等に保管
することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計
とする。

設置要求

　○※１
屋外にのみ保
管する可搬型
SA設備は互い
に100m以上の
離隔を確保し
て保管する設
計（36条126の
要求に対し，
避雷設備の捕
捉範囲外に保
管する可搬型
SA設備は，36
条31の要求に
基づき相互に
位置的分散し
て保管する予
備を期待して
機能を維持す
る設計）

36条-127
生物学的事象に対して可搬型重大事故等対処設備は，鳥類，昆虫類，
小動物及び水生植物の付着又は侵入を考慮し，これら生物の侵入を防
止又は抑制することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損な
わない設計とする。

機能要求①
設置要求
運用要求

○

－ －

－ －

－－ －

○

－ － －

－－

－ －

－ －

－－

－ －

○
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要求事項とDB設計の関係整理（9/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-128
森林火災に対して可搬型重大事故等対処設備は，防火帯の内側に保管
することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計
とする。

設置要求 ○

36条-129

また，森林火災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，離
隔距離の確保等により，可搬型重大事故等対処設備の重大事故等への
対処に必要な機能を損なわない設計とする。

設置要求
評価要求
運用要求

○※１
散水による影
響緩和措，影
響の及ばない
位置への移動
により機能を
損なわない設

計
○※２

可搬型SA設備
に対する防護
として運用を
考慮すること
に合わせた

FARSITEの出力
値の扱い方

○※１
散水による影
響緩和措，影
響の及ばない
位置への移動
により機能を
損なわない設

計

○※１
屋外にのみ保
管する可搬型
SA設備は互い
に100m以上の
離隔を確保し
て保管する設

計

○※１
建屋開口等に
より防護が期
待できない可
搬型SA設備
は，100m離れ
た外部保管エ
リアに予備を
確保する設計

（36条129の要
求に対し，耐
性を確保でき
ない可搬型SA
設備は36条31
の要求に基づ
き相互に位置
的分散して保
管する予備を
期待して機能
を維持する設

計）

○

○※１
影響の及ばな
い位置への移
動により機能
を損なわない

設計

36条-130
塩害に対して屋内の可搬型重大事故等対処設備は，換気設備の建屋給
気ユニットへの粒子フィルタの設置，直接外気を取り込む施設の防食
処理により，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とす
る。
また，屋外の可搬型重大事故等対処設備は，屋外施設の塗装等による
腐食防止対策又は絶縁性の維持対策により，重大事故等への対処に必
要な機能を損なわない設計とする。

設置要求
機能要求①
運用要求

○

36条-131
敷地内における化学物質の漏えいに対して屋外の可搬型重大事故等対
処設備は，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない高さへの設
置，被液防護を行うことにより，重大事故等への対処に必要な機能を
損なわない設計とする。

設置要求

36条-132
電磁的障害に対して可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等時にお
いても電磁波により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

機能要求①
設置要求

○

36条-133
周辺機器等からの影響について可搬型重大事故等対処設備は，内部発
生飛散物に対して当該設備周辺機器の回転機器の回転羽の損壊による
飛散物の影響を考慮し，影響を受けない位置へ保管することにより重
大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

設置要求 ○

36条-134

事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事
象の外的事象のうち火山の影響(降下火砕物による積載荷重，フィルタ
の目詰まり等)及び積雪に対して可搬型重大事故等対処設備は，火山の
影響(降下火砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり等)に対しては
フィルタ交換，清掃，除灰及び可搬型重大事故等対処設備を屋内への
配備，積雪に対しては除雪を踏まえて影響がないよう重大事故等への
対処に必要な機能を維持する設計とする。

運用要求

○※１
フィルタ交
換，清掃，除
灰及び屋内へ
の配備を実施

する設計
○※２

設計基準を超
える降灰濃度

の考慮

○※１
除雪する設計

36条-135

積雪に対する除雪，火山の影響(降下火砕物による積載荷重，フィルタ
の目詰まり等)に対するフィルタ交換，清掃，除灰及び屋内への配備に
ついては，保安規定に定めて，管理する。

運用要求 （運用要求） （運用要求）

36条-136

事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事
象の内的事象のうち，配管の全周破断に対して可搬型重大事故等対処
設備は，漏えいを想定するセル及びグローブボックス内で漏えいした
放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)により重大事故等
への対処に必要な機能を損なわない場所に保管する設計とする。

設置要求

36条-137
可搬型重大事故等対処設備は，同時に発生する可能性のあるMOX燃料加
工施設における重大事故等による建屋外の環境条件の影響を受けない
設計とする。

機能要求①
○※２

SA時の事故時
環境の考慮

36条-138
(2) 重大事故等対処設備の設置場所
重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合におい
ても操作及び復旧作業に支障がないように，線量率の高くなるおそれ
の少ない場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当
該設備の設置場所で操作可能な設計，放射線の影響を受けない異なる
区画若しくは離れた場所から遠隔で操作可能な設計，又は遮蔽設備を
有する中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並
びに緊急時対策所で操作可能な設計とする。

設置要求
機能要求①
運用要求
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-139

(3) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所
可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合
においても設置及び常設設備との接続に支障がないように，線量率の
高くなるおそれの少ない設置場所の選定，当該設備の設置場所への遮
蔽の設置等により当該設備の設置場所で操作可能な設計，遮蔽設備を
有する中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並
びに緊急時対策所で操作可能な設計により，当該設備の設置及び常設
設備との接続が可能な設計とする。

設置要求
機能要求①
運用要求
評価要求

○※２
SA時の事故時
環境の考慮

36条-140

9.2.5 操作性及び試験・検査性
(1) 操作性の確保
重大事故等対処設備は，手順書の整備，訓練・教育により，想定され
る重大事故等が発生した場合においても，確実に操作でき，事業指定
(変更許可)申請書「八、再処理施設において核燃料物質が臨界状態に
なることその他の事故が発生した場合における当該事故に対処するた
めに必要な施設及び体制の整備に関する事項」ハで考慮した要員数と
想定時間内で，アクセスルートの確保を含め重大事故等に対処できる
設計とする。これらの運用に係る体制，管理等については，保安規定
に定めて，管理する。

冒頭宣言【36条141～
178】
運用要求

36条-141
ａ．操作の確実性
重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合におい
ても操作を確実なものとするため，重大事故等における条件を考慮
し，操作する場所において操作が可能な設計とする。

機能要求①

36条-142
操作する全ての設備に対し，十分な操作空間を確保するとともに，確
実な操作ができるよう，必要に応じて操作足場を設置する。また，防
護具，可搬型照明は重大事故等時に迅速に使用できる場所に配備する
ことを保安規定に定めて，管理する。

設置要求
運用要求

－－

－ －

－ －

－－－

－－

－ －

－－

○

－－

－

－

－

－

－ － －

－ －

○※２
溢水源としてセル・GB内の放
射性物質を含む腐食性流体を
内包する配管の全周破断を考

慮した設計

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No141～178で展開する。）

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計
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要求事項とDB設計の関係整理（10/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-143

現場操作において工具を必要とする場合は，一般的に用いられる工具
又は専用の工具を用いて，確実に作業ができる設計とする。工具は，
作業場所の近傍又はアクセスルートの近傍に保管できる設計とする。
可搬型重大事故等対処設備は運搬・設置が確実に行えるよう，人力又
は車両等による運搬，移動ができるとともに，必要により設置場所に
てアウトリガの張出し又は輪留めによる固定等が可能な設計とする。

機能要求①
運用要求

36条-144
現場の操作スイッチは非常時対策組織要員の操作性を考慮した設計と
する。また，電源操作が必要な設備は，感電防止のため露出した充電
部への近接防止を考慮した設計とする。

機能要求①

36条-145 現場において人力で操作を行う弁等は，手動操作が可能な設計とす
る。

機能要求①

36条-146
現場での接続操作は，ボルト・ネジ接続，フランジ接続又はより簡便
な接続方式等，接続方式を統一することにより，速やかに，容易かつ
確実に接続が可能な設計とする。

機能要求①

36条-147
現場操作における誤操作防止のために重大事故等対処設備には識別表
示を設置する設計とする。

運用要求

36条-148
また，重大事故等に対処するために迅速な操作を必要とする機器は，
必要な時間内に操作できるように中央制御室での操作が可能な設計と
する。制御盤の操作器具は非常時対策組織要員の操作性を考慮した設
計とする。

機能要求①

36条-149
想定される重大事故等において操作する重大事故等対処設備のうち動
的機器は，その作動状態の確認が可能な設計とする。

機能要求①

36条-150
ｂ．系統の切替性
重大事故等対処設備のうち本来の用途(安全機能を有する施設としての
用途等)以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備
は，通常時に使用する系統から速やかに切替操作が可能なように，系
統に必要な弁等を設ける設計とする。

機能要求①

36条-151
ｃ．可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性
可搬型重大事故等対処設備を常設設備と接続するものについては，容
易かつ確実に接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用することがで
きるよう，ケーブルはボルト・ネジ接続又はより簡便な接続方式を用
いる設計とし，配管・ダクト・ホースは口径並びに内部流体の圧力及
び温度等の特性に応じたフランジ接続又はより簡便な接続方式を用い
る設計とする。また，同一ポンプを接続するホースは，流量に応じて
口径を統一すること等により，複数の系統での接続方式を考慮した設
計とする。

機能要求①

36条-152
ｄ．再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路の確保
想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対
処設備の保管場所から設置場所への運搬及び接続場所への敷設，又は
他の設備の被害状況を把握するため，再処理事業所内の屋外道路及び
屋内通路をアクセスルートとして確保できるよう，以下の設計とす
る。

冒頭宣言【36条153～
173】

36条-153

アクセスルートは，環境条件として考慮した事象を含め，自然現象，
人為事象，溢水，化学薬品の漏えい及び火災を考慮しても，運搬，移
動に支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセス
ルートを確保する設計とする。

設置要求

36条-154

アクセスルートに対する自然現象については，重大事故等時における
敷地及びその周辺での発生の可能性，アクセスルートへの影響度，事
象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，アクセスルート
に影響を与えるおそれがある事象として，地震，津波(敷地に遡上する
津波を含む。)，洪水，風(台風)，竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火
山の影響，生物学的事象及び森林火災を選定する。

設置要求 － － －
○※２

アクセス性に
関する設計

36条-155

アクセスルートに対する人為事象については，重大事故等時における
敷地及びその周辺での発生の可能性，アクセスルートへの影響度，事
象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，アクセスルート
に影響を与えるおそれのある事象として選定する航空機落下，敷地内
における化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，爆発，
ダムの崩壊，船舶の衝突及び故意による大型航空機の衝突その他のテ
ロリズムに対して，迂回路も考慮した複数のアクセスルートを確保す
る設計とする。

設置要求

○※２
アクセス性に
関する設計

○※２
故意による大
型航空機の衝
突その他のテ
ロリズムの考

慮

36条-156

なお，洪水，ダムの崩壊及び船舶の衝突については立地的要因により
設計上考慮する必要はない。落雷及び電磁的障害に対しては，道路面
が直接影響を受けることはないことからアクセスルートへの影響はな
い。生物学的事象に対しては，容易に排除可能なため，アクセスルー
トへの影響はない。

設置要求

○※２
アクセス性に
関する設計

○※２
故意による大
型航空機の衝
突その他のテ
ロリズムの考

慮

36条-157

屋外のアクセスルートは，「3.1 　地震による損傷の防止」にて考慮
する地震の影響(周辺構造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のす
べり)，その他自然現象による影響(風(台風)及び竜巻による飛来物，
積雪並びに火山の影響)及び人為事象による影響(航空機落下，爆発)を
想定し，複数のアクセスルートの中から状況を確認し，早急に復旧可
能なアクセスルートを確保するため，障害物を除去可能なホイール
ローダを３台使用する。ホイールローダは，必要数として３台に加
え，予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップ
を４台，合計７台を保有数とし，分散して保管する設計とする。

機能要求① －
○※２

アクセス性に
関する設計

－
○※２

アクセス性に
関する設計

○※２
アクセス性に
関する設計

○※２
アクセス性に
関する設計

36条-158

屋外のアクセスルートは，地震による屋外タンクからの溢水及び降水
に対しては，道路上への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受
けない箇所に確保する設計とする。

設置要求
評価要求

○※２
アクセス性に
関する設計

36条-160
屋外のアクセスルートは，「3.1　地震による損傷の防止」にて考慮す
る地震の影響による周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりで崩壊土砂が
広範囲に到達することを想定した上で，ホイールローダにより崩壊箇
所を復旧する又は迂回路を確保する設計とする。不等沈下等に伴う段
差の発生が想定される箇所においては，段差緩和対策を行う設計とす
る。

設置要求
評価要求
運用要求

36条-161
屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現象のうち凍結及び積雪に
対して，車両はタイヤチェーン等を装着することにより通行性を確保
できる設計とする。

運用要求 （運用要求） （運用要求）

36条-164
屋内のアクセスルートは，「3.1 地震による損傷の防止」の地震を考
慮した建屋等に複数確保する設計とする。

設置要求
評価要求

－
○※２

アクセス性に
関する設計

36条-165
屋内のアクセスルートは，津波に対して立地的要因によりアクセス
ルートへの影響はない。

設置要求
○※２

アクセス性に
関する設計

36条-166

屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為事象として選定する風(台
風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事
象，森林火災，塩害，航空機落下，敷地内における化学物質の漏え
い，近隣工場等の火災，爆発，有毒ガス及び電磁的障害に対して，外
部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に確保する設計と
する。

設置要求

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

－

－ － － －

○※２
アクセス性に関する設計

○※２
アクセス性に関する設計

－

－ －

（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No153～173で展開する。） －

－

○※２
アクセス性に関する設計

○※２
アクセス性に関する設計

○※２
アクセス性に関する設計

○※２
アクセス性に関する設計

○※１
SAへの対処の特徴との関係で

アクセス性を評価
○※２

収束後の水位による評価

○※２
アクセス性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

○※２　SA設備の操作性に関する設計

－

－－－－

－

○※２
アクセス性に関する設計

○※２
アクセス性に関する設計

○※２
アクセス性に関する設計

－ － －

－

－

○※２
アクセス性に関する設計

－ －
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要求事項とDB設計の関係整理（11/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-167
再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路を確保するために，上記の設
計に加え，以下を保安規定に定めて，管理する。
・尾駮沼取水場所Ａ，尾駮沼取水場所Ｂ又は二又川取水場所Ａ(以下
「敷地外水源」という。)の取水場所及び取水場所への屋外のアクセス
ルートに遡上するおそれのある津波に対しては，津波警報の解除後に
対応を開始すること。また，津波警報の発令を確認時にこれらの場所
において対応中の場合に備え，非常時対策組織要員及び可搬型重大事
故等対処設備を一時的に退避すること。

運用要求 （運用要求）

36条-168
・屋外のアクセスルートは，「3.1　地震による損傷の防止」にて考慮
する地震の影響による周辺斜面の崩壊，道路面のすべりによる崩壊土
砂及び不等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所においては，ホ
イールローダにより復旧すること。

運用要求

36条-169
・屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現象のうち凍結及び積雪
に対して，道路については，融雪剤を配備すること。

運用要求 （運用要求） （運用要求）

36条-170

・敷地内における化学物質の漏えいに対して薬品防護具を配備し，必
要に応じて着用すること。

運用要求

36条-171

・屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現象及び人為事象のうち
森林火災及び近隣工場等の火災に対しては，消防車による初期消火活
動を行うこと。

運用要求

36条-172
・屋内のアクセスルートにおいては，機器からの溢水及び化学薬品漏
えいを考慮し，防護具を配備し，必要に応じて着用すること。また，
地震時に通行が阻害されないように，アクセスルート上の資機材の落
下防止，転倒防止及び固縛の措置並びに火災の発生防止対策を実施す
ること。

運用要求 （運用要求）

36条-173
・屋外及び屋内のアクセスルートにおいては，被ばくを考慮した放射
線防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用するこ
と。また，夜間及び停電時の確実な運搬や移動のため可搬型照明を配
備すること。

運用要求 （運用要求）

36条-174
(2) 試験・検査性
重大事故等対処設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要
な機能を確認するための試験又は検査並びに当該機能を健全に維持す
るための保守及び修理が実施できるよう，機能・性能の確認，漏えい
の有無の確認，分解点検等ができる構造とする。

機能要求① ○

36条-175
試験又は検査は，使用前事業者検査，定期事業者検査，自主検査等が
実施可能な設計とする。

機能要求① ○

36条-176

また，保守及び修理は，維持活動としての点検(日常の運転管理の活用
を含む。)，取替え，保修等が実施可能な設計とする。

機能要求① ○

36条-177
再処理施設の運転中に待機状態にある重大事故等対処設備は，再処理
施設の運転に大きな影響を及ぼす場合を除き，定期的な試験又は検査
ができる設計とする。また，多様性又は多重性を備えた系統及び機器
にあっては，各々が独立して試験又は検査並びに保守及び修理ができ
る設計とする。

機能要求① ○

36条-178
構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設備は，原則とし
て分解・開放(非破壊検査を含む。)が可能な設計とし，機能・性能確
認，各部の経年劣化対策及び日常点検を考慮することにより，分解・
開放が不要なものについては外観の確認が可能な設計とする。

機能要求① ○

36条-179

9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計
(1) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計の基本方針

基準地震動Ｓｓを超える地震動に対して機能維持が必要な施設につい
ては，重大事故等対処施設及び安全機能を有する施設の耐震設計にお
ける設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事
故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，基準地震動Ｓｓの1.2倍
の地震力に対して，必要な機能が損なわれるおそれがないことを目的
として，以下のとおり耐震設計を行う。

冒頭宣言【36条180～
182】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No180～
182で展開す

る。）

36条-180

ａ．事業指定(変更許可)における重大事故の発生を仮定する際の条件
の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定において，基準地震
動Ｓｓの1.2倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計とした設備
(以下「起因に対し発生防止を期待する設備」という。)は，基準地震
動Ｓｓを1.2倍した地震力に対して，静的な閉じ込め機能，崩壊熱等の
除去機能，核的制限値の維持機能及び転倒・落下防止機能を損なわな
い設計とする。
起因に対し発生防止を期待する設備を設置する建物・構築物は，基準
地震動Ｓｓを1.2倍した地震力によって設置する建物・構築物に生じる
変形等の地震影響においても，起因に対し発生防止を期待する設備を
支持できる設計とする。

機能要求①
評価要求

－
○※２

1.2Ssの考慮

○※２
「起因に対し
発生防止を期
待する設備
は，基準地震
動Ｓｓを1.2倍
した地震力に
対して，静的
な閉じ込め機
能，崩壊熱等
の除去機能，
核的制限値の
維持機能及び
転倒・落下防
止機能を損な
わない設計と
する。」は，
地震に随伴し
て発生する火
災による機能
喪失の観点を
含むことか
ら，対策設備
が1.2Ssに対し
て機能を確保

する設計

36条-181

ｂ．地震を要因として発生する重大事故等に対処する常設重大事故等
対処設備(以下「対処する常設重大事故等対処設備」という。)は，基
準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力に対して，想定する重大事故等を踏ま
え，崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の維持及び放出抑制等の地震を
要因として発生する重大事故等に対処するために必要な機能を損なわ
ない設計とする。
対処する常設重大事故等対処設備は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震
力によって設置する建物・構築物に生じる変形等の地震影響を考慮
し，地震を要因として発生する重大事故等に対処するために必要な機
能が維持できる設計とする。
対処する常設重大事故等対処設備を設置する建物・構築物は，基準地
震動Ｓｓを1.2倍した地震力によって設置する建物・構築物に生じる変
形等の地震影響においても，対処する常設重大事故等対処設備を支持
できる設計並びに重大事故等の対処に係る操作場所及びアクセスルー
トが保持できる設計とする。

機能要求①
評価要求

－
○※２

1.2Ssの考慮
－

○※２
「1.2Ssにより
SAへの対処に
必要な機能を
損なわない設
計」は，地震
に随伴して発
生する波及的
影響による機
能喪失の観点
を含むことか
ら，飛来物防
護板の1.2Ss波
及影響により
機能を損なわ

ない設計

○※２
「1.2Ssにより
SAへの対処に
必要な機能を
損なわない設
計」は，地震
に随伴して発
生する火災に
よる機能喪失
の観点を含む
ことから，対
策設備が1.2Ss
に対して機能
を確保する設

計

－

－

－

－

－

－

－ （運用要求） －

（運用要求）－ －

（運用要求）－ －－

－ －

－

－

－

－ －

－ －

○※２
「1.2SsによりSAへの対処に必
要な機能を損なわない設計」
は，地震に随伴して発生する
溢水による機能喪失の観点を
含むことから，溢水源を特定
するための1.2Ss確認及び、対
策設備が1.2Ssに対して機能を

確保する設計

○※２
「起因に対し発生防止を期待
する設備は，基準地震動Ｓｓ
を1.2倍した地震力に対して，
静的な閉じ込め機能，崩壊熱
等の除去機能，核的制限値の
維持機能及び転倒・落下防止
機能を損なわない設計とす
る。」は，地震に随伴して発
生する火災，溢水による機能
喪失の観点を含むことから，
対策設備が1.2Ssに対して機能

を確保する設計

－ －

－

－

（運用要求） －

－ － －
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要求事項とDB設計の関係整理（12/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-182
ｃ．地震を要因として発生する重大事故等に対処する可搬型重大事故
等対処設備(以下「対処する可搬型重大事故等対処設備」という。)
は，各保管場所における基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力に対して，
想定する重大事故等を踏まえ，崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の維
持及び放出抑制等 の地震を要因として発生する重大事故等に対処する
ために必要な機能を損なわないよう，転倒しないよう固縛等の措置を
講ずるとともに，動的機器については加振試験等により地震を要因と
して発生する重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれない
設計とする。また，ホース等 の静的機器は，複数の保管場所に分散し
て保管することにより，地震を要因として発生する重大事故等に対処
するために必要な機能を損なわない設計とする。

対処する可搬型重大事故等対処設備を保管する建物・構築物は，基準
地震動Ｓｓを1.2倍した地震力によって保管する建物・構築物に生じる
変形等の地震影響においても，保管場所，操作場所及びアクセスルー
トが保持できる設計とする。
起因に対し発生防止を期待する設備，対処する常設重大事故等対処設
備及び対処する可搬型重大事故等対処設備は，個別の設備の機能や設
計を踏まえて，地震を要因とする重大事故等時において，基準地震動
Ｓｓを1.2倍した地震力による影響によって，機能を損なわない設計と
する。

機能要求①
評価要求
設置要求

－
○※２

1.2Ssの考慮
－

○※２
「1.2Ssにより
SAへの対処に
必要な機能を
損なわない設
計」は，地震
に随伴して発
生する波及的
影響による機
能喪失の観点
を含むことか
ら，飛来物防
護板の1.2Ss波
及影響により
機能を損なわ

ない設計

○※２
「1.2Ssにより
SAへの対処に
必要な機能を
損なわない設
計」は，地震
に随伴して発
生する火災に
よる機能喪失
の観点を含む
ことから，対
策設備が1.2Ss
に対して機能
を確保する設

計

36条-183

(2)地震力の算定方法
地震を要因とする重大事故等に対する重大事故等対処施設の耐震設計
に用いる動的地震力は，第1章　共通項目の「3.1.1　耐震設計」の
「(3)　地震力の算定方法」の「b.　動的地震力」の「(a)　入力地震
動」の解放基盤表面で定義する基準地震動Ｓｓの加速度を1.2倍した地
震動により算定した地震力を適用する。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

－
○※２

1.2Ssの考慮
－

○※２
「1.2Ssにより
SAへの対処に
必要な機能を
損なわない設
計」は，地震
に随伴して発
生する波及的
影響による機
能喪失の観点
を含むことか
ら，飛来物防
護板の1.2Ss波
及影響により
機能を損なわ

ない設計

○※２
「1.2Ssにより
SAへの対処に
必要な機能を
損なわない設
計」は，地震
に随伴して発
生する火災に
よる機能喪失
の観点を含む
ことから，対
策設備が1.2Ss
に対して機能
を確保する設

計

－
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-185
(b)　機器・配管系
第1章　共通項目の「3.1.1　耐震設計」の「(4)　荷重の組合せと許容
限界」の「a.　耐震設計上考慮する状態」の「(b)　重大事故等対処施
設」に基づく設計とし，その場合において「重大事故等」を「地震を
要因とする重大事故等」に読み替えて適用する。
(c)　可搬型設備
イ.　通常時の状態
当該設備を保管している状態。
ロ.　地震を要因とする重大事故等時の状態
再処理施設が，地震を要因とする重大事故等に至るおそれがある事故
又は地震を要因とする重大事故等の状態で，対処する可搬型重大事故
等対処設備の機能を必要とする状態。
ハ.　設計用自然条件
屋外に保管している場合に設計上基本的に考慮しなければならない自
然条件(積雪，風)。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-186
b.荷重の種類
(a)建物・構築物
第1章　共通項目の「3.1.1　耐震設計」の「(4)　荷重の組合せと許容
限界」の「b.　荷重の種類」の「(b)　重大事故等対処施設」に基づく
設計とし，その場合において「重大事故等」を「地震を要因とする重
大事故等」に，「地震力」を「基準地震動Ssを1.2倍した地震力」と読
み替えて適用する。なお，対処する可搬型重大事故等対処設備を保管
する重大事故等対処施設の建物・構築物も同様に適用する。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-187

(b)機器・配管系
第1章　共通項目の「3.1.1　耐震設計」の「(4)　荷重の組合せと許容
限界」の「b.　荷重の種類」の「(b)　重大事故等対処施設」に基づく
設計とし，その場合において「重大事故等」を「地震を要因とする重
大事故等」に，「地震力」を「基準地震動Ssを1.2倍した地震力」と読
み替えて適用する。
(c)　可搬型設備
イ.　通常時に作用している荷重
通常時に作用している荷重は持続的に生じる荷重であり，自重及び積
載荷重とする。
ロ.　地震を要因とする重大事故等時の状態で施設に作用する荷重
対処する可搬型重大事故等対処設備は，保管状態であることから重大
事故等起因の荷重は考慮しない。
ハ.　対処する可搬型重大事故等対処設備の保管場所における地震力，
積雪荷重及び風荷重
対処する可搬型重大事故等対処設備の保管場所における地震力を考慮
する。屋外に保管する設備については，積雪荷重及び風荷重も考慮す
る。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

機能要求①
評価要求

定義【設計条件】

36条-184

(3)荷重の組合せと許容限界
地震を要因とする重大事故等に対する重大事故等対処施設の耐震設計
における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。

地震を要因とする重大事故等に対する重大事故等対処施設の耐震設計
においては，必要な機能である崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の維
持，放出抑制， 操作場所及びアクセスルートの保持機能，保管場所の
保持機能，支持機能等を維持する設計とする。
建物・構築物に要求される操作場所及びアクセスルートの保持機能，
保管場所の保持機能並びに支持機能については，基準地震動Ｓｓを1.2
倍した地震力に対して，当該機能が要求される施設の構造強度を確保
することで機能を維持できる設計とする。
機器・配管系に要求される崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の維持及
び放出抑制 等については，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力に対し
て，当該機能が要求される施設の構造強度を確保することで機能を維
持できる設計とする。
また，機器・配管系に要求される崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の
維持及び放出抑制 については，構造強度を確保するとともに，当該機
能が要求される各施設の特性に応じて許容限界を適切に設定すること
で機能を維持できる設計とする。
可搬型設備に要求される崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の維持及び
放出抑制 ，支援機能等については，可搬型設備の特性に応じて，構造
強度を確保する又は当該機能が要求される各施設の特性に応じて許容
限界を適切に設定することで機能が維持できる設計とする。

a.耐震設計上考慮する状態
地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。
(a)　建物・構築物
第1章　共通項目の「3.1.1　耐震設計」の「(4)　荷重の組合せと許容
限界」の「a.　耐震設計上考慮する状態」の「(b)重大事故等対処施
設」に基づく設計とし，その場合において「重大事故等」を「地震を
要因とする重大事故等」に読み替えて適用する。なお，対処する可搬
型重大事故等対処設備を保管する重大事故等対処施設の建物・構築物
も同様に適用する。

－

－－

－

○※２
「1.2SsによりSAへの対処に必
要な機能を損なわない設計」
は，地震に随伴して発生する
溢水による機能喪失の観点を
含むことから，溢水源を特定
するための1.2Ss確認及び、対
策設備が1.2Ssに対して機能を

確保する設計

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－

（設計条件：1.2Ss設計条件）

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－

－ －

－ －

○※２
「1.2SsによりSAへの対処に必
要な機能を損なわない設計」
は，地震に随伴して発生する
溢水による機能喪失の観点を
含むことから，溢水源を特定
するための1.2Ss確認及び、対
策設備が1.2Ssに対して機能を

確保する設計

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（13/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-188

c.荷重の組合せ
基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力と他の荷重との組合せは以下による
ものとする。
(a)建物・構築物
イ．起因に対し発生防止を期待する設備が設置される重大事故等対処
施設の建物・構築物については，常時作用している荷重(固定荷重，積
載荷重，土圧及び水圧)，運転時の状態で施設に作用する荷重，積雪荷
重及び風荷重と基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力とを組み合わせる。
ロ．対処する常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設又は対処する可搬型重大事故等対処設備が保管される重大事故等対
処施設の建物・構築物については，常時 作用している荷重(固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧)，運転時の状態で施設に作用する荷重，
積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力とを組み合わ
せる。
ハ．対処する常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設又は対処する可搬型重大事故等対処設備が保管される重大事故等対
処施設の建物・構築物については，常時作用している荷重(固定荷重，
積載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重，風荷重及び重大事故等時の状態
で施設に作用する荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地
震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。こ
の組み合わせについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動
の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。
なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定し，常時
作用している荷重のうち，土圧及び水圧については，基準地震動Ｓｓ
を1.2倍した地震力，弾性設計用地震動による地震力と組み合わせる場
合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-189

(b)機器・配管系
イ．起因に対し発生防止を期待する設備に係る機器・配管系について
は，常時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と
基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力とを組み合わせる。
ロ．対処する常設重大事故等対処設備に係る機器・配管系について
は，常時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と
基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力とを組み合わせる。
ハ．対処する常設重大事故等対処設備に係る機器・配管系について
は，常時作用している荷重，運転時の異常な過渡変化時の状態，設計
基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重は，
その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を
踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。この組み合わせについては，
事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮
し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，継続時間については
対策の成立性も考慮した上で設定し，屋外に設置される施設について
は，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。
(c)可搬型設備
イ.　対処する可搬型重大事故等対処設備は，通常時に作用している荷
重と対処する可搬型重大事故等対処設備の保管場所における地震力と
を組み合わせる。
ロ.　対処する可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の荷重の組合せの
考え方について，保管状態であることから重大事故等起因の荷重は考
慮しない。ただし，屋外に設置される施設については，建物・構築物
と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-190
d.荷重の組合せ上の留意事項
イ．ある荷重の組合せ状態での評価が，その他の荷重の組合せ状態と
比較して明らかに厳しいことが判明している場合には，その他の荷重
の組合せ状態での評価は行わないことがある。
ロ．対処する常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の当該
部分の支持機能を確認する場合においては，基準地震動Ｓｓを1.2倍し
た地震力と常時作用している荷重及びその他必要な荷重とを組み合わ
せる。
ハ．積雪荷重については，屋外に設置されている施設のうち，積雪に
よる受圧面積が小さい施設や，常時作用している荷重に対して積雪荷
重の割合が無視できる施設を除き，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力
との組み合わせを考慮する。
ニ．風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている
施設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できない
ような構造，形状及び仕様の施設においては，基準地震動Ｓｓを1.2倍
した地震力との組み合わせを考慮する。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-191

e.許容限界
基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に
対する許容限界は，以下のとおりとする。

冒頭宣言【36条192～
195】

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No192～
195で展開す
る。）

－

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No192～
195で展開す
る。）

36条-192

(a)起因に対し発生防止を期待する設備
放射性物質の保持機能を維持する設備の機能の確保に対しては，内包
する放射性物質(液体，気体，固体)の閉じ込めバウンダリを構成する
部材のき裂や破損により漏えいしない設計とする。核的制限値(寸法)
を維持する設備の機能の確保に対しては，地震による変形等により臨
界に至らない設計とする。落下・転倒防止機能を維持する設備の機能
の確保に対しては，放射性物質(固体)を内包する容器等を搬送する設
備の破損により，容器等が落下又は転倒しない設計とする。ガラス固
化体の崩壊熱除去機能の確保に対しては，収納管及び通風管の破損に
より冷却空気流路が閉塞しない設計とする。
上記の各機能 を維持するために確保する構造強度の許容限界は，基準
地震動Ｓｓの1.2倍の地震力に対して，塑性域に達するひずみが生じた
場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十
分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限界に応
力，荷重を制限する値とする。それ以外を適用する場合は各機能が維
持できる許容限界とする。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-193
上記構造強度の許容限界のほか，閉じ込め機能が維持できる許容限界
を適切に設定する。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
36条-194

(b)対処する常設重大事故等対処設備
対処する常設重大事故等対処設備の崩壊熱除去，水素掃気，放出経路
の維持，放出抑制等の地震を要因として発生する重大事故等に対処す
るために必要な機能を維持するために確保する構造強度の許容限界
は，基準地震動Ｓｓの1.2倍の地震力に対して，塑性域に達するひずみ
が生じた場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性
限界に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない
限界に応力，荷重を制限する値とする。それ以外を適用する場合は，
各機能が維持できる許容限界とする。
上記構造強度の許容限界のほか，崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の
維持，放出抑制等の維持が必要な設備については，その機能が維持で
きる許容限界を適切に設定する。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

－

－

－

－ －

－

－

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－ －

－ －

（設計条件：1.2Ss設計条件）

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－
（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方

針No192～195で展開する。）

（設計条件：1.2Ss設計条件）

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－
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要求事項とDB設計の関係整理（14/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-195

(c)　対処する可搬型重大事故等対処設備
対処する可搬型重大事故等対処設備の許容限界は，保管する対処する
可搬型重大事故等対処設備の構造を踏まえて設定する。
取付ボルト等の構造強度は，基準地震動Ｓｓの1.2倍の地震力に対し，
塑性域に達するひずみが生じた場合であっても，その量が小さなレベ
ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設の機能に影
響を及ぼすことがない限界に応力，荷重を制限する値とする。それ以
外を適用する場合は各機能が維持できる許容限界とする。
上記構造強度の許容限界のほか，崩壊熱除去，水素掃気，放出経路の
維持，放出抑制等の維持が必要な設備については，その機能が維持で
きる許容限界を適切に設定する。
(d)　起因に対し発生防止を期待する設備及び対処する常設重大事故等
対処設備を設置する建物・構築物並びに対処する可搬型重大事故等対
処設備を保管する建物・構築物
起因に対し発生防止を期待する設備及び対処する常設重大事故等対処
設備を設置する建物・構築物並びに対処する可搬型重大事故等対処設
備を保管する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力に対
し，建物・構築物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が
終局耐力時の変形等の地震影響を考慮しても，地震を要因とする重大
事故等に対する重大事故等対処施設の機能が維持できる設計とする。
その上で，耐震評価においては，地震を要因とする重大事故等に対す
る重大事故等対処施設の必要な機能が発揮できることを確認するた
め，機能維持に必要となる施設の部材・部位ごとのせん断ひずみ・応
力等に対して，妥当な安全余裕を有することを確認する。
なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大
していくとき，その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最
大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとする。

定義【設計条件】 －
（設計条件：
1.2Ss設計条

件）
－

（設計条件：
1.2Ss設計条

件）

36条-196

9.2.7 可搬型重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針
可搬型重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処
するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等
に対処するために必要な機能と同時にその重大事故等に対処するため
に必要な機能が損なわれることがないことを求められている。
再処理施設の重大事故等対処設備の内部火災に対する設計方針につい
ては，「5.火災等による損傷の防止」に示すとおりであり，これを踏
まえた，上記の可搬型重大事故等対処設備に求められる設計方針を達
成するための内部火災に対する防護方針を以下に示す。

冒頭宣言【35条】

（冒頭宣言で
あり，35条で
展開する。
（36条197以降
に示す内容を
火災防護計画
に定めて対
応））

36条-197

(1) 可搬型重大事故等対処設備の火災発生防止
可搬型重大事故等対処設備を保管する建屋内，建屋近傍，外部保管エ
リアは，発火性物質又は引火性物質を内包する設備に対する火災発生
防止を講ずるとともに，発火源に対する対策，水素に対する換気及び
漏えい検出対策及び接地対策，並びに電気系統の過電流による過熱及
び焼損の防止対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-198

(2) 不燃性又は難燃性材料の使用
可搬型重大事故等対処設備は，可能な限り不燃性材料又は難燃性材料
を使用する設計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用が技術上困難
な場合は，代替材料を使用する設計とする。また，代替材料の使用が
技術上困難な場合は，当該可搬型重大事故等対処設備における火災に
起因して，他の可搬型重大事故等対処設備の火災が発生することを防
止するための措置を講ずる設計とする。

冒頭宣言【35条】

○※１
不燃シートに
よる養生，不
燃性容器，扉
付き保管棚へ

の収納

36条-199

(3) 落雷，地震等の自然現象による火災の発生防止
敷地及びその周辺での発生の可能性，可搬型重大事故等対処設備への
影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重大
事故等時に可搬型重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事
象として，地震，津波，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，
落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選定する。

冒頭宣言【35条】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は基本設
計方針No200～
203で展開す
る。）

36条-200

風(台風)，竜巻及び森林火災は，それぞれの事象に対して重大事故等
に対処するために必要な機能を損なうことのないように，自然現象か
ら防護する設計とすることで，火災の発生を防止する。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-201

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響に対しては，侵入防止対
策によって影響を受けない設計とする。

冒頭宣言【35条】
○※１

使用前の設備
点検を含む

36条-202
津波，凍結，高温，降水，積雪，生物学的事象及び塩害は，発火源と
なり得る自然現象ではなく，火山の影響についても，火山から再処理
施設に到達するまでに降下火砕物が冷却されることを考慮すると，発
火源となり得る自然現象ではない。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-203

したがって，再処理施設で火災を発生させるおそれのある自然現象と
して，落雷，地震，竜巻(風(台風)を含む)及び森林火災によって火災
が発生しないように，火災防護対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-204

(4) 早期の火災感知及び消火
火災の感知及び消火については，可搬型重大事故等対処設備に対する
火災の影響を限定し，早期の火災感知及び消火を行うための火災感知
設備及び消火設備を設置する設計とする。
可搬型重大事故等対処設備に影響を及ぼすおそれのある火災を早期に
感知するとともに，火災の発生場所を特定するために，固有の信号を
発する異なる種類の火災感知器又は同等の機能を有する機器を組み合
わせて設置する設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-205

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火災の二次的影響が重大事故等
対処設備に及ばないよう適切に配置する設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-206

消火設備は，可燃性物質の性状を踏まえ，想定される火災の性質に応
じた容量の消火剤を備える設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-207

火災時の消火活動のため，大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車
及び化学粉末消防車を配備する設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-208
重大事故等への対処を行う屋内のアクセスルートには，重大事故等が
発生した場合のアクセスルート上の火災に対して初期消火活動ができ
るよう消火器を配備し，初期消火活動については保安規定に定めて，
管理する。

冒頭宣言【35条】 ○

－

－

－

－

（設計条件：1.2Ss設計条件）

－ －

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（15/15） 添付１

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条
(火災)

13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 火山の影響 風（台風） 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

8条(火山) 8条(その他) 12条(溢水) 16条(安有)
基本設計方

針番号
基本設計方針 要求種別

36条-209

可搬型重大事故等対処設備の保管場所のうち，火災発生時の煙又は放
射線の影響により消火活動が困難となるところには，固定式消火設備
を設置することにより，消火活動が可能な設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-210

消火設備の現場盤操作等に必要な照明器具として，蓄電池を内蔵した
照明器具を設置する設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

36条-211

(5) 火災感知設備及び消火設備に対する自然現象の考慮
火災感知設備及び消火設備は，地震等の自然現象によっても，火災感
知及び消火の機能，性能が維持されるよう，凍結，風水害，地震時の
地盤変位を考慮した設計とする。

冒頭宣言【35条】 ○

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（1/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

5条32条/6
条33条-1-1

第１章　共通項目
2.地盤
　安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設は，地震力が作用し
た場合においても当該施設を十分に支持することができる地盤（当該
地盤に設置する建物・構築物を含む。「2.　地盤」では以下同様）に
設置する。

冒頭宣言

(基本設計方
針No.2-1～9-
2に係る冒頭
宣言のため)

5条32条/6
条33条-1-2

　なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土
木構造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造物）の総称とす
る。また，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な機器・配管系
の間接支持機能を求められる土木構造物をいう。

定義
(定義のた

め）

5条32条/6
条33条-2-1

2.1　安全機能を有する施設の地盤

　地震の発生によって生じるおそれがあるその安全機能の喪失に起因
する放射線による公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下「耐震
重要施設」という。）及びそれらを支持する建物・構築物について
は，自重及び運転時の荷重等に加え，その供用中に大きな影響を及ぼ
すおそれがある地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」という。）による地
震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有
する地盤に設置する。

設置要求 －

5条32条/6
条33条-2-2

　また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することに
よって弱面上のずれが発生しない地盤として，事業指定(変更許可)を
受けた地盤に設置する。

設置要求 －

5条32条/6
条33条-2-3

　耐震重要施設以外の施設については，自重及び運転時の荷重等に加
え，耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場
合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有する地盤に設置す
る。

設置要求 －

5条32条/6
条33条-3

　耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤
の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液
状化及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状により，その安全機
能が損なわれるおそれがない地盤として，事業指定(変更許可)を受け
た地盤に設置する。

設置要求 －

5条32条/6
条33条-4

　耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地
盤として，事業指定(変更許可)を受けた地盤に設置する。

設置要求 －

5条32条/6
条33条-5-1

　Ｓクラスの施設及びそれらを支持する建物・構築物の地盤の接地圧
に対する支持力の許容限界については，自重及び運転時の荷重等と基
準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定される接地圧
が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力
度に対して，妥当な余裕を有するよう設計する。

評価要求 －

5条32条/6
条33条-5-2

　また，上記のうち，Ｓクラスの施設の建物・構築物の地盤にあって
は，自重及び運転時の荷重等と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又
は静的地震力との組み合わせにより算定される接地圧について，安全
上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を
許容限界とする。

定義
評価要求

－

5条32条/6
条33条-5-3

　Ｂクラス及びＣクラスの施設の建物・構築物の地盤においては，自
重及び運転時の荷重等と，静的地震力及び動的地震力（Ｂクラスの共
振影響検討に係るもの）との組合せにより算定される接地圧に対し
て，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支
持力度を許容限界とする。

評価要求 －

5条32条/6
条33条-6-1

2.2　重大事故等対処施設の地盤

　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物について
は，自重及び運転時の荷重等に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が
作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有する地
盤に設置する。

設置要求 ○

5条32条/6
条33条-6-2

　また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することに
よって弱面上のずれが発生しない地盤として，事業指定(変更許可)を
受けた地盤に設置する。

設置要求 ○

5条32条/6
条33条-6-3

　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を
支持する建物・構築物については，自重及び運転時の荷重等に加え，
代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度分類
のクラスに適用される地震力が作用した場合においても，接地圧に対
する十分な支持性能を有する地盤に設置する。

設置要求 ○

5条32条/6
条33条-7

　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，地震
発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地
震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下
といった周辺地盤の変状により，重大事故に至るおそれがある事故
（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）又は重大事故
に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない地盤として，
事業指定(変更許可)を受けた地盤に設置する。

設置要求 ○

5条32条/6
条33条-8

　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，将来
活動する可能性のある断層等の露頭がない地盤として，事業指定(変
更許可)を受けた地盤に設置する。

設置要求 ○

5条32条/6
条33条-9-1

　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の地盤の
接地圧に対する支持力の許容限界については，自重及び運転時の荷重
等と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定される接
地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支
持力度に対して，妥当な余裕を有するよう設計する。

評価要求 ○

5条32条/6
条33条-9-2

　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を
支持する建物・構築物及び機器・配管系の地盤においては，自重及び
運転時の荷重等と，静的地震力及び動的地震力（Ｂクラスの施設の機
能を代替する常設重大事故等対処設備の共振影響検討に係るもの）と
の組合せにより算定される接地圧に対して，安全上適切と認められる
規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。

評価要求 ○

5条32条/6
条33条-10

第1章　共通項目
3.　自然現象等
3.1　地震による損傷の防止
3.1.1　耐震設計
(1)　耐震設計の基本方針
再処理施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.12～33
に係る冒頭宣
言のため)

5条32条/6
条33条-11

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木
構造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造物）の総称とす
る。
また，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な機器・配管系の間
接支持機能を求められる土木構造物をいう。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-12

a.安全機能を有する施設
(a)安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがあ
る安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止す
る観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度
(以下「耐震重要度」という。)に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣ
クラスに分類し，それぞれの耐震重要度に応じた地震力に十分耐えら
れる設計とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針

No.34,42,61-
1に係る冒頭
宣言のため)

5条32条/6
条33条-13

(b)耐震重要施設（(a)においてＳクラスに分類する施設をいう。）
は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動(事業指定
(変更許可)を受けた基準地震動(以下「基準地震動Ｓｓ」という。))
による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計と
する。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.14に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-14

(c)Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安
全機能が損なわれるおそれがない設計とする。

冒頭宣言
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-15

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建
物・構築物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐
力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひず
み・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安
全余裕を有する設計とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.75に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-16

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，そ
の施設に要求される機能を保持する設計とし，塑性域に達するひずみ
が生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性
限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさ
ない，また，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対
してその設備に要求される機能を保持する設計とする。なお，動的機
能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮
した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認
済加速度等を超えていないことを確認する。

冒頭宣言
評価要求

－

(基本設計方
針No.28,78に
係る冒頭宣言

のため)

5条32条/6
条33条-17

また，Ｓクラスの施設は，事業指定(変更許可)を受けた弾性設計用地
震動(以下「弾性設計用地震動Ｓｄ」という。)による地震力又は静的
地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留ま
る範囲で耐えられる設計とする。

冒頭宣言
評価要求

－ －

－

－

－

－

－

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-18

建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静
的地震力のいずれか大きい方の地震力により発生する応力に対して，
建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力
度を許容限界とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.75に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-19

機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静
的地震力のいずれか大きい方の地震力による応答が全体的におおむね
弾性状態に留まる設計とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.78に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-20

(d)Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震
力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。
また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水
平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとす
る。

冒頭宣言
評価要求

－

(基本設計方
針

No.45,46,50
に係る冒頭宣
言のため)

5条32条/6
条33条-21

(e)Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾
性状態に留まる範囲で耐えられる設計とする。また，Ｂクラスの施設
のうち，共振のおそれのある施設については，その影響についての検
討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに2分の1を
乗じたものとする。当該地震動による地震力は，水平2方向及び鉛直
方向について適切に組み合わせて算定するものとする。

冒頭宣言
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-22

(f)耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及
的影響によって，その安全機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言
機能要求②
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-23

(g)耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能
が損なわれるおそれがない設計とする。

評価要求 － －

5条32条/6
条33条-24

b.重大事故等対処施設
(a)重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計
における動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大
事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状態及び
重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力
に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ
がない設計とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針

No.39,42,61
に係る冒頭宣
言のため)

5条32条/6
条33条-25

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対
処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，常設耐震重要重大
事故等対処設備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事
故等対処設備に分類し，それぞれの設備分類に応じて設計する。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.39,40に
係る冒頭宣言

のため)

5条32条/6
条33条-26

(b)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処する
ために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。

冒頭宣言
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-27

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建
物・構築物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐
力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひず
み・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安
全余裕を有する設計とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.80に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-28

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，そ
の施設に要求される機能を保持する設計とし，塑性域に達するひずみ
が生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性
限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさ
ない設計とする。また，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによ
る応答に対して，その設備に要求される機能を保持する設計とする。
なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作
原理等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなさ
れた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。

冒頭宣言
評価要求

－

(基本設計方
針No.61-1,84
に係る冒頭宣
言のため)

5条32条/6
条33条-29

(c)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設に適用する基準地震動Ｓｓによる地震力は，水平2方向及び鉛直方
向について適切に組み合わせて算定するものとする。

冒頭宣言
評価要求

－

(基本設計方
針No.50に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-30

(d)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備
が設置される重大事故等対処施設は，代替する機能を有する安全機能
を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐えるこ
とができる設計とする。
また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備
は，安全機能を有する施設の耐震設計における耐震重要度の分類の方
針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設備の機
能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その
地震力に対し十分に耐えることができる設計とする。

冒頭宣言
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-31

(e)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設は，Ｂクラス及びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故等対処設
備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設，
可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事故等に
対処するために必要な機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言
機能要求②
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-32

(f)緊急時対策所の耐震設計の基本方針については，「(6) 緊急時対
策所」に示す。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.97に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-33

(g)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設については，周辺地盤の変状により，重大事故等に対処するために
必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。

評価要求 － ○

5条32条/6
条33条-34

(2)　耐震設計上の重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類
a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類
安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.35～37
に係る冒頭宣
言のため)

5条32条/6
条33条-35

(a) 　Ｓクラスの施設
自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりそ
の機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設，放
射性物質を外部に放出する可能性のある事態を防止するために必要な
施設及び事故発生の際に，外部に放出される放射性物質による影響を
低減させるために必要な施設であって，環境への影響が大きいもの。
イ.　その破損又は機能喪失により臨界事故を起こすおそれのある施
設
ロ.　使用済燃料を貯蔵するための施設
ハ.　高レベル放射性液体廃棄物を内蔵する系統及び機器並びにその
冷却系統
二.　プルトニウムを含む溶液を内蔵する系統及び機器
ホ.　上記ハ.及び二.の系統及び機器から放射性物質が漏えいした場
合に，その影響の拡大を防止するための施設
へ.　上記ハ.，二.及びホ.に関連する施設で放射性物質の外部への放
出を抑制するための施設
ト.　上記イ.からへ.の施設の機能を確保するために必要な施設

定義 － －

5条32条/6
条33条-36

(b) 　Ｂクラスの施設
安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに
属する施設と比べ小さい施設。
イ.　放射性物質を内蔵している施設であって，Ｓクラスに属さない
施設(ただし，内蔵量が少ないか又は貯蔵方式により，その破損によ
り公衆に与える放射線の影響が十分小さいものは除く。)
ロ.　放射性物質の放出を伴うような場合に，その外部放散を抑制す
るための施設で，Ｓクラスに属さない施設

定義 － －

5条32条/6
条33条-37

(c) 　Ｃクラスの施設
Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設
又は公共施設と同等の安全性が要求される施設。

定義 － －

5条32条/6
条33条-38

上記に基づく耐震設計上の重要度分類を第3.1.1-1表に示す。
なお，同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持さ
れることを確認する地震動及び波及的影響を考慮すべき施設に適用す
る地震動についても併記する。

冒頭宣言 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-39

b. 重大事故等対処施設の設備分類
重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対
処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，以下の設備分類に
応じた設計とする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.40に係
る冒頭宣言の

ため)

5条32条/6
条33条-40

(a)　常設重大事故等対処設備
重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合におい
て，対処するために必要な機能を有する設備であって常設のもの。
 イ．常設耐震重要重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事
故に対処するための設備が有する機能を代替するもの。
 ロ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設
備
常設重大事故等対処設備であって，上記イ．以外のもの。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-41

上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第3.1.1-2表に
示す。
なお，同表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の支持
機能が損なわれないことを確認する地震力についても併記する。

定義 －
（定義のた

め）

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（3/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-42

(3)　地震力の算定方法
耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震
力及び動的地震力とする。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-43

a.　静的地震力
安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス
及びＣクラスの施設に適用することとし，それぞれの耐震重要度に応
じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。

冒頭宣言 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-44

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以
外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に，代
替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用
される地震力を適用する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-45

(a)　建物・構築物
水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要

度に応じた係数を乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定するも
のとする。
Ｓクラス　　3.0
Ｂクラス　　1.5
Ｃクラス　　1.0
ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上

とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる
値とする。
また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉ

に乗じる施設の耐震重要度に応じた係数は，耐震重要度の各クラスと
もに1.0とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は1.0以上とす

る。
Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な
方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は，震度0.3以上を
基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮し，高さ
方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-46

(b)　機器・配管系
耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係
数Ｃｉに施設の耐震重要度に応じた係数を乗じたものを水平震度と
し，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ20%増しとした震
度より求めるものとする。
Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な
方向の組合せで作用するものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に
一定とする。
上記(a)及び(b)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，
耐震性向上の観点から，一般産業施設及び公共施設の耐震基準との関
係を考慮して設定する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-47

b.　動的地震力
安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動
的地震力は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入
力地震動を適用する。
Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設については，上記Ｓク
ラスの施設に適用する弾性設計用地震動Ｓｄに2分の1を乗じたものか
ら定める入力地震動を適用する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-48

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が
設置される重大事故等対処施設に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用
する。
常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設
置される重大事故等対処施設のうち，Ｂクラスに属する施設の機能を
代替する施設であって共振のおそれのある施設については，「b.　動
的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施設に適用する地震力
を適用する。
また，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設
備で，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備
のうち，Ｓクラスの施設は常設耐震重要重大事故等対処設備に適用す
る地震力を適用する。
なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造
と異なる施設については，適用する地震力に対して，要求される機能
及び構造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の構造を
適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-49

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析において
は，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによる変動幅を適切に考慮
する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-50

動的地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて
算定する。水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響確認に
当たっては，水平1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往の耐
震計算への影響が考えられる施設，設備の部位を抽出し，建物・構築
物の3次元応答性状及びそれによる機器・配管系への影響を考慮した
上で，既往の方法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。

評価要求 － ○

5条32条/6
条33条-51

(a)　入力地震動
地質調査の結果によれば，重要な再処理施設の設置位置周辺は，新第
三紀の鷹架層が十分な広がりをもって存在することが確認されてい
る。
解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が0.7km/s以上を
有する標高約-70ｍの位置に想定することとする。
基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義す
る。
建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤
表面からの地震波の伝播特性を適切に考慮した上で，必要に応じ2次
元FEM解析又は1次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置で
評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じて地盤の非線形応
答に関する動的変形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた
地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に当たっては，地下水
排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。
地下水排水設備の外側に配置される建物・構築物については，施設の
構造上の特徴，施設の周辺地盤及び周辺施設の配置状況を踏まえ，液
状化による影響が生じるおそれがある場合には，その影響について確
認する。
地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下
構造との関係や対象建物・構築物の直下又は周辺の地質・速度構造の
違いにも留意する。
また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・
技術的知見を踏まえ，地質・速度構造等の地盤条件を設定する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-52

Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対
処設備が設置される重大事故等対処施設のうち共振のおそれがあり，
動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄに2分の1を
乗じたものを用いる。

－
（定義のた

め）

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（4/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-53

(b)　動的解析法
イ.　建物・構築物
動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏
まえ，地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切
な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じて十分な調査に基
づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則として，時刻歴応
答解析法を用いて求めるものとする。
また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答
解析法による。
建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれら
の形状，構造特性，振動特性，減衰特性を十分考慮して評価し，集中
質点系に置換した解析モデルを設定する。
動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮
するものとし，解析モデルの地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，
地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等については，必要に応
じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地
盤物性値に基づくものとする。設計用地盤定数の設定に当たっては，
地盤の構造特性の考慮として，地震動評価で考慮した敷地全体の地下
構造との関係や対象建物・構築物の直下又は周辺の地質・速度構造の
違いにも留意し，原則として，弾性波試験によるものを用いる。

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及
び地震応答における各部のひずみレベルを考慮して定める。
基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析におい
て，主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，実験等
の結果に基づき，該当する建物部分の構造特性に応じて，その弾塑性
挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。
また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物及び常設耐震重要重大
事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設を支持する建物・構
築物の支持機能を検討するための動的解析において，当該施設を支持
する建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場
合には，その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答
解析を行う。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-54

建物・構築物の動的解析においては，地下水排水設備による地下水位
の低下を考慮して適切な解析手法を選定する。このうち，地下水排水
設備の外側に配置される建物・構築物については，施設の構造上の特
徴，施設の周辺地盤及び周辺施設の配置状況を踏まえ，液状化による
影響が生じるおそれがある場合には，その影響について確認する。こ
こで，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合
は，有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性
は，敷地の原地盤における代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を
考慮して設定することを基本とする。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-55

動的解析に用いる解析モデルは，地震観測網により得られた観測記録
により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥当性の確認を行う。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-56

建物・構築物のうち土木構造物の動的解析に当たっては，構造物と地
盤の相互作用を考慮できる連成系の地震応答解析手法を用いる。地震
応答解析手法は，地盤及び構造物の地震時における非線形挙動の有無
や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかによる。
地盤の地震応答解析モデルは，構造物と地盤の動的相互作用を考慮で
きる有限要素法を用いる。構造物の地震応答解析に用いる減衰定数に
ついては，地盤と構造物の非線形性を考慮して適切に設定する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-57

地震力については，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わ
せて算定する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-58

ロ.　機器・配管系
動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用
性，適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解
析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値は，適切な規
格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-59

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モード
を適切に表現できるよう質点系モデル，有限要素モデル等に置換し，
設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答
解析法により応答を求める。
また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合
は地盤物性等のばらつきを適切に考慮する。スペクトルモーダル解析
法には地盤物性等のばらつきを考慮した床応答曲線を用いる。
配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用い
たスペクトルモーダル解析法により応答を求める。
スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たって
は，衝突・すべり等の非線形現象を模擬する観点又は既往研究の知見
を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建物・構築物の剛性及び地
盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析法を用いる等，解
析対象とする現象，対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に
選定する。
また，設備の3次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモ
デルを用い，水平2方向及び鉛直方向の応答成分について適切に組み
合わせるものとする。
なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の最大床応答加速度
の1.2倍の加速度を静的に作用させて地震力を算定する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-60

c. 設計用減衰定数
地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び
基準に基づき，設備の種類，構造等により適切に選定するとともに，
試験等で妥当性を確認した値も用いる。
なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰
定数の設定については，既往の知見に加え，既設施設の地震観測記録
等により，その妥当性を検討する。
また，地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数につ
いては，地中構造物としての特徴，同モデルの振動特性を考慮して適
切に設定する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-61

(4)　荷重の組合せと許容限界
耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとす
る。
また，耐震設計においては，安全機能及び重大事故等に対処するため
に必要な機能である閉じ込め機能，プロセス量等の維持機能，掃気機
能，崩壊熱等の除去機能，臨界防止機能，遮蔽機能，落下・転倒防止
機能，支援機能，ソースターム制限機能，放出量の監視機能，換気機
能，気密性，支持機能，操作場所及びアクセスルートの保持機能等を
維持する設計とする。

上記の機能のうち，遮蔽機能，落下・転倒防止機能，気密性，支持機
能，操作場所及びアクセスルートの保持機能等については，安全機能
を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備分類に応じ
た地震力に対して，当該機能が要求される施設の構造強度を確保する
ことで，機能が維持できる設計とする。
閉じ込め機能，プロセス量等の維持機能，掃気機能，崩壊熱等の除去
機能，臨界防止機能，支援機能，ソースターム制限機能，放出量の監
視機能，換気機能等については，構造強度を確保するとともに，当該
機能が要求される各施設の特性に応じて許容限界を適切に設定する。

a.　耐震設計上考慮する状態
地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。
(a)　安全機能を有する施設
イ．建物・構築物
(イ)運転時の状態
再処理施設が運転している状態。
(ロ)設計用自然条件
設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)。

定義
評価要求 － ○

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（5/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-62

ロ．機器・配管系
(イ)運転時の状態
再処理施設が運転している状態。
(ロ)運転時の異常な過渡変化時の状態
運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくはその誤作動又
は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想さ
れる外乱によって発生する異常な状態であって，当該状態が継続した
場合には温度，圧力，流量その他の再処理施設の状態を示す事項が安
全設計上許容される範囲を超えるおそれがあるものとして安全設計上
想定すべき事象が発生した状態。
(ハ)設計基準事故時の状態
発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であって，当
該状態が発生した場合には再処理施設から多量の放射性物質が放出す
るおそれがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状
態。

定義 － －

5条32条/6
条33条-63

(b)　重大事故等対処施設
イ．建物・構築物
(イ)運転時の状態
再処理施設が運転している状態。
(ロ)重大事故等時の状態
再処理施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態
で，重大事故等対処施設の機能を必要とする状態。
(ハ)設計用自然条件
設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-64

ロ．機器・配管系
(イ)運転時の状態
再処理施設が運転している状態。
(ロ)運転時の異常な過渡変化時の状態
運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくはその誤作動又
は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想さ
れる外乱によって発生する異常な状態であって，当該状態が継続した
場合には温度，圧力，流量その他の再処理施設の状態を示す事項が安
全設計上許容される範囲を超えるおそれがあるものとして安全設計上
想定すべき事象が発生した状態。
(ハ)設計基準事故時の状態
発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であって，当
該状態が発生した場合には再処理施設から多量の放射性物質が放出す
るおそれがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状
態。
(ニ)重大事故等時の状態
再処理施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態
で，重大事故等対処施設の機能を必要とする状態。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-65

b.　荷重の種類
(a)　安全機能を有する施設
イ．建物・構築物
(イ)再処理施設のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷
重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧
(ロ)運転時の状態で施設に作用する荷重
(ハ)地震力，積雪荷重及び風荷重
ただし，運転時の状態で施設に作用する荷重には，機器・配管系から
作用する荷重が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，地震時
水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。

定義 － －

5条32条/6
条33条-66

ロ．機器・配管系
(イ)運転時の状態で施設に作用する荷重
(ロ)運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重
(ハ)設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重
(ニ)地震力
ただし，各状態において施設に作用する荷重には，常時作用している
荷重，すなわち自重等の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外
に設置される施設については，建物・構築物に準じる。

定義 － －

5条32条/6
条33条-67

(b)　重大事故等対処施設
イ．建物・構築物
(イ)再処理施設のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷
重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧
(ロ)運転時の状態で施設に作用する荷重
(ハ)重大事故等時の状態で施設に作用する荷重
(ニ)地震力，積雪荷重及び風荷重
ただし，運転時及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重には，
機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，地震力には，地
震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものと
する。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-68

ロ．機器・配管系
(イ)運転時の状態で施設に作用する荷重
(ロ)運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重
(ハ)設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重
(ニ)重大事故等時の状態で施設に作用する荷重
(ホ)地震力
ただし，各状態において施設に作用する荷重には，常時作用している
荷重，すなわち自重等の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外
に設置される施設については，建物・構築物に準じる。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-69

c.　荷重の組合せ
地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃によ
る損傷の防止」で設定している風及び積雪による荷重を考慮し，以下
のとおり設定する。
(a)　安全機能を有する施設
イ．建物・構築物
(イ)Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用している荷重(固
定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，運転時の状態で施設に作用する
荷重，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合
わせる。
(ロ)Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，常
時作用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，運転時の
状態で施設に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以
外の地震動による地震力又は静的地震力とを組み合わせる。
この際，常時作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準
地震動Ｓｓによる地震力又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組
み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。

定義
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-70

ロ．機器・配管系
(イ)Ｓクラスの機器・配管系については，常時作用している荷重，運
転時の状態で施設に作用する荷重，運転時の異常な過渡変化時に生じ
る荷重，設計基準事故時に生じる荷重と基準地震動Ｓｓによる地震
力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わ
せる。
(ロ)Ｂクラスの機器・配管系については，常時作用している荷重，運
転時の状態で施設に作用する荷重，運転時の異常な過渡変化時に生じ
る荷重と共振影響検討用の地震動による地震力又は静的地震力とを組
み合わせる。
(ハ)Ｃクラスの機器・配管系については，常時作用している荷重，運
転時の状態で施設に作用する荷重，運転時の異常な過渡変化時に生じ
る荷重と静的地震力とを組み合わせる。
なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪
荷重及び風荷重を組み合わせる。

定義
評価要求

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（6/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-71

(b)　重大事故等対処施設
イ．建物・構築物
(イ)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の建物・構築物については，常時作用している荷重(固定荷重，積
載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重，風荷重及び運転時の状態で施設
に作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。
(ロ)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の建物・構築物については，常時作用している荷重(固定荷重，積
載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重，風荷重及び重大事故等時の状態
で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれが
ある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組
み合わせる。
(ハ)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の建物・構築物については，常時作用している荷重(固定荷重，積
載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重，風荷重及び重大事故等時の状態
で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれが
ない事象による荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震
動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力(基準地震動Ｓｓ又は
弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力)と組み合わせる。この組合せに
ついては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の
積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，継続時間
については対策の成立性も考慮した上で設定する。
(ニ)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備
が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，常時作
用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，運転時の状態
で施設に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓ
ｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。
この際，常時作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準
地震動Ｓｓによる地震力又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組
み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-72

ロ．機器・配管系
(イ)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の機器・配管系については，常時作用している荷重及び運転時の状
態で施設に作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わ
せる。
(ロ)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の機器・配管系については，常時作用している荷重，運転時の異常
な過渡変化時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態
で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれが
ある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組
み合わせる。
(ハ)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の機器・配管系については，常時作用している荷重，運転時の異常
な過渡変化時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態
で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれが
ない事象による荷重は，基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄに
よる地震力と組み合わせる。
(ニ)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備
が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，常時作
用している荷重，運転時の状態で施設に作用する荷重及び運転時の異
常な過渡変化時の状態と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的
地震力とを組み合わせる。
なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪
荷重及び風荷重を組み合わせる。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-73

(c)　荷重の組合せ上の留意事項
イ．　安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持す
る建物・構築物の当該部分の支持機能を確認する場合においては，支
持される施設の耐震重要度に応じた地震力と常時作用している荷重，
運転時に施設に作用する荷重とを組み合わせる。
ロ. 　安全機能を有する施設のうち機器・配管系の運転時の異常な過
渡変化時及び設計基準事故(以下「事故等」という。)時に生じるそれ
ぞれの荷重については，地震によって引き起こされるおそれのある事
故等によって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれの
ない事故等であっても，いったん事故等が発生した場合，長時間継続
する事故等による荷重は，その事故等の発生確率，継続時間及び地震
動の超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮す
る。
ハ.　安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的
地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定
するものとする。
ニ.　積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する
施設及び重大事故等対処施設のうち，積雪による受圧面積が小さい施
設や，常時作用している荷重に対して積雪荷重の割合が無視できる施
設を除き，地震力との組合せを考慮する。
ホ.　風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されてい
る安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設のうち，風荷重の影
響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構造，形状及び仕
様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。
ヘ.　荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排
水設備による地下水位の低下を踏まえた設計用地下水位に基づき設定
する。
ト.　設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物
の当該部分の支持機能を確認する場合においては，支持される施設の
設備分類に応じた地震力と常時作用している荷重(固定荷重，積載荷
重，土圧及び水圧)，運転時の状態で施設に作用する荷重及び重大事
故等時の状態で施設に作用する荷重並びに積雪荷重及び風荷重を組み
合わせる。
チ 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-74

d.　許容限界
各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界
は，以下のとおりとし，安全上適切と認められる規格及び基準又は試
験等で妥当性が確認されている値を用いる。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-75

(a)　安全機能を有する施設
イ．建物・構築物
(イ)　Ｓクラスの建物・構築物(土木構造物を除く。)
ⅰ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
建物・構築物については，建物・構築物全体としての変形能力(耐震
壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有
し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひ
ずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有することとする。
なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大
していくとき，その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最
大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとする。
ⅱ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに
対する許容限界
Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状
態に留まるように，発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適
切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

定義
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-76

(ロ)　Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物(土木構造物を除く。)
上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。

定義
評価要求

－

5条32条/6
条33条-77

(ハ)　建物・構築物の保有水平耐力
建物・構築物(土木構造物を除く。)については，当該建物・構築物の
保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切
な安全余裕を有していることを確認する。

定義
評価要求

－ －

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（7/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-78

(二)　屋外重要土木構造物
ⅰ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
構造部材の曲げについては限界層間変形角(層間変形角1/100)又は終
局曲率，せん断についてはせん断耐力を許容限界とする。
なお，限界層間変形角，終局曲率及びせん断耐力の許容限界に対して
は妥当な安全余裕を持たせることとする。
ⅱ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに
対する許容限界
地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生する応力に対
して，安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容
限界とする。

定義
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-79

(ホ) その他の土木構造物
安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と
する。

定義
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-80

ロ．機器・配管系
(イ)　Ｓクラスの機器・配管系
ⅰ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベ
ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設の機能に影
響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を許容限界とす
る。
ⅱ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに
対する許容限界
発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるよ
うに，降伏応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許容限界とす
る。

定義
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-81

(ロ)　Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系
上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。

定義
評価要求

－ －

5条32条/6
条33条-82

(b)　重大事故等対処施設
イ．建物・構築物
(イ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設の建物・構築物
上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-83

(ロ)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設
備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物
上記(a)イ.(ロ)を適用する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-84

(ハ)　設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物
(土木構造物を除く。)
上記(イ)を適用するほか，建物・構築物は，変形等に対してその支持
機能が損なわれない設計とする。なお，当該施設を支持する建物・構
築物の支持機能が損なわれないことを確認する際の地震力は，支持さ
れる施設に適用される地震力とする。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-85

(ニ)　建物・構築物の保有水平耐力
建物・構築物(土木構造物を除く。)については，当該建物・構築物の
保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，重大事故等対処施設が代
替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に応じ
た適切な安全余裕を有していることを確認する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-86

(ホ)　設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する土木構造物
上記(a)イ．(二)ⅰ.又は(a)イ．(二)ⅱ.を適用するほか，土木構造物
は，変形に対してその支持機能が損なわれない設計とする。なお，当
該施設を支持する土木構造物の支持機能が損なわれないことを確認す
る際の地震力は，支持される施設に適用される地震力とする。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-87

ロ．機器・配管系
(イ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設の機器・配管系
上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-88

(ロ)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設
備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系
ⅰ．上記(a)ロ.(ロ)を適用する。
ⅱ．代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備の
うちＳクラスの施設は，上記(イ)を適用する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-89

(5)　設計における留意事項
a.　主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物
主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に
応じた地震力に十分耐えられる設計とするとともに，安全機能を有す
る施設のうち，耐震重要施設に該当する設備は，基準地震動Ｓｓによ
る地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とす
る。

定義 －
（定義のた

め）

5条32条/6
条33条-90

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備
の耐震重要度に適用する地震動による地震力に対して支持機能が損な
われない設計とする。

評価要求 － ○

5条32条/6
条33条-91

b.　波及的影響に対する考慮
耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影
響によって，その安全機能が損なわれないものとする。

冒頭宣言 －

(基本設計方
針No.92～94
に係る冒頭宣
言のため)

5条32条/6
条33条-92

評価に当たっては，以下の4つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した
調査・検討を行い，各観点より選定した事象に対する波及的影響の評
価により波及的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐震重要施設の安全
機能への影響がないことを確認する。
波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動
又は地震力を適用する。なお，地震動又は地震力の選定に当たって
は，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適切に設定する。また，波
及的影響の確認においては水平2方向及び鉛直方向の地震力が同時に
作用する場合に影響を及ぼす可能性のある施設，設備を選定し評価す
る。
ここで，下位クラス施設とは，耐震重要施設以外の再処理施設内にあ
る施設(資機材等含む。)をいう。
波及的影響を防止するよう現場を維持するため，機器設置時の配慮事
項等を保安規定に定めて，管理する。
なお，原子力施設及び化学プラント等の地震被害情報をもとに，4つ
の観点以外に検討すべき事項がないか確認し，新たな検討事項が抽出
された場合には，その観点を追加する。

定義
運用要求

－
（定義のた

め）
（運用要求）

5条32条/6
条33条-93

(a)　設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等
沈下による影響
イ.　不等沈下
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下によ
り，耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認する。
ロ.　相対変位
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設
と耐震重要施設の相対変位により，耐震重要施設の安全機能への影響
がないことを確認する。

(b)　耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施
設に接続する下位クラス施設の損傷により，耐震重要施設の安全機能
への影響がないことを確認する。

(c)　建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐
震重要施設への影響
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下
位クラス施設の損傷，転倒及び落下により，耐震重要施設の安全機能
への影響がないことを確認する。

(d)　建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐
震重要施設への影響
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下
位クラス施設の損傷，転倒及び落下により，耐震重要施設の安全機能
への影響がないことを確認する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-94

なお，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設に対する波及的影響については，「耐震重要施設」を「常設耐震
重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設」に，「耐
震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設耐震重要重大事故等
対処設備が設置される重大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機
能」を「重大事故等に対処するために必要な機能」に読み替えて適用
する。

定義
評価要求

－ ○

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（8/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

5条32条/6
条33条-95

c. 建物・構築物への地下水の影響
耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の
地下水を排水し，基礎スラブ底面レベル以深に地下水位を維持できる
よう地下水排水設備(サブドレンポンプ，水位検出器等)を設置する。
また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能が保持でき
る設計とするとともに，非常用電源設備又は基準地震動Ｓｓによる地
震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計とする。

定義
機能要求①
機能要求②
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-96

d. 一関東評価用地震動(鉛直)
基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水
平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響評価を行う場合には，
工学的に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用地震動(以
下「一関東評価用地震動(鉛直)」という。)による地震力を用いて，
水平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響が考えられる施設に
対して，許容限界の範囲内に留まることを確認する。

定義
評価要求

－ ○

5条32条/6
条33条-97

(6)緊急時対策所
緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重
大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計
とする。緊急時対策建屋については，耐震構造とし，基準地震動Ｓｓ
による地震力に対して，遮蔽機能を確保する設計とする。
また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造
とし，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，緊急時対策建屋の換気
設備の性能とあいまって十分な気密性を確保する設計とする。
なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，
「(3)地震力の算定方法」及び「(4)荷重の組合せと許容限界」に示す
建物・構築物及び機器・配管系を適用する。

評価要求 － ○

5条32条/6
条33条-98

(7)　地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針
耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大
事故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力により周辺
斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置する。
なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され
る重大事故等対処施設周辺においては平坦な造成地であることから,
地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故等に対処するために必
要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面
はない。

定義 －
（定義のた

め）

7条34条-1

第1章　共通項目
3．自然現象等
3.2　津波による損傷の防止
　安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設は，津波によりその
安全機能又は重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるお
それがない設計とする。

冒頭宣言
【7条・34条-2,3】

（基本設計方
針No.2,3に係
る冒頭宣言の

ため）

7条34条-2

　設計上考慮する津波から防護する施設は，事業指定基準規則の解釈
別記3に基づき安全機能を有する施設のうち耐震重要施設及び重大事
故等対処施設とし，これらの施設に大きな影響を及ぼすおそれがある
津波に対して必要な機能が損なわれないよう，耐震重要施設及び重大
事故等対処施設のうち常設重大事故等対処設備は津波による影響を受
けない位置に設置し，また，可搬型重大事故等対処設備は津波による
影響を受けない位置に保管する設計とする。

冒頭宣言
【】
設置要求

○

7条34条-3

　設計上考慮する津波から防護する施設以外の安全機能を有する施設
については，津波に対して機能を維持すること若しくは津波による損
傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障
のない期間での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること
により，その安全機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言
【7条-5】
設置要求

○

7条34条-4

　上記施設のうち液体廃棄物の廃棄施設の海洋放出管については，津
波により損傷した場合の措置として，必要に応じて廃液の発生量低減
のための工程停止を行ったうえで適切な修理を行うことにより，その
安全機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言
【7条-5】

（基本設計方
針No.5に係る
冒頭宣言のた

め）

7条34条-5

　また，上記の施設に対する損傷を考慮して代替設備により必要な機
能を確保すること，安全上支障のない期間での修理を行うこと及び廃
液の発生量低減のため必要に応じて工程停止を行うことを保安規定に
定めて，管理する。

運用要求 （運用要求）

7条34条-6

　なお，可搬型重大事故等対処設備の使用時の据え付け場所に係る設
計方針については，第1章　共通項目の「9.2　重大事故等対処設備」
における「9.2.4　環境条件等」に示す。

冒頭宣言
【36条】

（冒頭宣言で
あり，具体の
設計は36条と
して展開）

7条34条-7

　耐震重要施設及び重大事故等対処施設のうち常設重大事故等対処設
備（これらの施設に波及的影響を及ぼして必要な機能を損なわせるお
それがある施設を含む）を設置する敷地並びに可搬型重大事故等対処
設備を保管する敷地は，標高約50mから約55m及び海岸からの距離約
4kmから約5kmの地点に位置しており，事業指定（変更許可）において
は，断層のすべり量が既往知見を大きく上回る波源を想定した場合で
も，より厳しい評価となるように設定した標高40mの敷地高さへ津波
が到達する可能性はなく，また，低レベル廃液処理建屋及び使用済燃
料受入れ・貯蔵管理建屋から導かれ，汀線部から沖合約3kmまで敷設
する海洋放出管は，低レベル廃液処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋が標高約55mの敷地に設置されることから，海洋放出管の
経路からこれらの建屋に津波が流入するおそれはないことを確認して
いる。

冒頭宣言
【津波により必要な
機能が損なわれない
ことの根拠である、
事業指定（変更許
可）にて確認済みの
事項に係る記載のた
め以降の展開なし】

○

7条34条-8
　したがって，津波によって，安全機能を有する施設の安全機能及び
重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能が損な
われるおそれはない。

冒頭宣言
【津波により必要な
機能が損なわれない
ことの結論としての
記載のため以降の展
開なし】

○

11条35条-1

第1章　共通項目
5.　火災等による損傷の防止
5.1　火災等による損傷の防止に対する基本設計方針
5.1.1　安全機能を有する施設
　安全機能を有する施設は，火災又は爆発により再処理施設の安全性
が損なわれないよう，火災及び爆発の発生を防止し，早期に火災発生
を感知し消火を行い，かつ，火災及び爆発の影響を軽減するために，
以下の火災防護対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No2～126に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-2

　火災及び爆発による影響から防護する設備(以下「火災防護上重要
な機器等」という。)として，安全評価上その機能を期待する建物・
構築物 ，系統及び機器を漏れなく抽出する観点から，安全上重要な
施設の安全機能を有する建物・構築物 ，系統及び機器を抽出すると
ともに，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するための建物・
構築物，系統及び機器のうち，安全上重要な施設を除いたものを抽出
する。
　火災防護上重要な機器等を設置する火災区域及び火災区画に対し
て，火災防護対策を講ずる設計とする。

定義 －

11条35条-3

　火災防護上重要な機器等を収納する建屋に，耐火壁(耐火隔壁，耐
火シール，防火戸，防火ダンパ等)，天井及び床(以下「耐火壁」とい
う。)によって囲われた火災区域を設定する。建屋の火災区域は，火
災防護上重要な機器等の配置を考慮して設定する。

設置要求
運用要求

－

11条35条-4
　屋外の火災防護上重要な機器等を設置する区域については，周囲か
らの延焼防止のために火災区域を設定する。

運用要求 －

11条35条-5
　火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域を火災防護上重要
な機器等の配置を考慮して，耐火壁，離隔距離及び系統分離状況に応
じて細分化して設定する。

設置要求
運用要求

－

11条35条-6
　火災区域又は火災区画のファンネルには，他の火災区域又は火災区
画からの煙の流入防止を目的として，煙等流入防止対策を講ずる設計
とする。

設置要求 －

11条35条-7
　火災区域構造物及び火災区画構造物の設計方針については，第2章
個別項目の「7.3.3　火災防護設備」に示す。

冒頭宣言

（基本設計方
針No127に係
る冒頭宣言の

ため）

11条35条-8

　再処理施設の火災区域及び火災区画における火災防護対策に当たっ
ては，「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基
準」(以下「火災防護審査基準」という。)及び「原子力発電所の内部
火災影響評価ガイド」(以下「内部火災影響評価ガイド」という。)を
参考として再処理施設の特徴(引火性の多種の化学薬品を取り扱うこ
と，高線量下となるセルが存在すること等)及びその重要度を踏ま
え，火災及び爆発の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災及び爆
発の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計とす
る。

定義 －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-9

　安全上重要な施設のうち，その重要度と特徴を考慮し，最も重要な
以下の設備(以下「火災防護上の最重要設備」という。)に対し，系統
分離対策を講ずる設計とする。
1) プルトニウムを含む溶液又は粉末及び高レベル放射性液体廃棄物
の閉じ込め機能(異常の発生防止機能を有する排気機能)を有する気体
廃棄物の廃棄施設の排風機
2) 崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系の重要度の高いもの(崩壊熱に
よる溶液の沸騰までの時間余裕が小さいもの)，ウラン・プルトニウ
ム混合酸化物貯蔵建屋換気設備貯蔵室からの排気系
3) 安全圧縮空気系
4) 上記機能の維持に必要な支援機能である非常用所内電源系統

定義 －

11条35条-
10

　なお，火災防護上重要な機器等以外の安全機能を有する施設を含め
再処理施設は，消防法，建築基準法，都市計画法及び日本電気協会電
気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護対策を講ずる設計と
する。

運用要求 －

11条35条-
11

5.1.2 重大事故等対処施設
　重大事故等対処施設は，火災又は爆発により重大事故等に対処する
ために必要な機能が損なわれないよう，火災及び爆発の発生を防止
し，早期に火災発生を感知し消火を行うために，重大事故等対処施設
を設置する火災区域及び火災区画に対して，火災防護対策を講ずる設
計とする。

冒頭宣言
定義

（基本設計方
針No12～№17
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
12

　重大事故等対処施設を収納する建屋の火災区域は，重大事故等対処
施設と設計基準事故に対処するための設備の配置を考慮して設定す
る。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
13

　屋外の重大事故等対処施設を設置する区域については，他の区域と
分離して火災防護対策を実施するために，重大事故等対処施設と設計
基準事故に対処するための設備の配置を考慮して周囲からの延焼防止
のために火災区域を設定する。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
14

　火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域を重大事故等対処
施設と設計基準事故に対処するための設備の配置を考慮して，耐火壁
又は離隔距離に応じて細分化して設定する。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
15

　火災区域構造物及び火災区画構造物の設計方針については，第2章
個別項目の「7.3.3　火災防護設備」に示す。

冒頭宣言

（基本設計方
針No127に係
る冒頭宣言の

ため）

11条35条-
16

　重大事故等対処施設のうち常設のものに対して火災区域及び火災区
画を設定し，「火災防護審査基準」及び「内部火災影響評価ガイド」
を参考として再処理施設の特徴(引火性の多種の化学薬品を取り扱う
こと，高線量下となるセルが存在すること等)及びその重要度を踏ま
え，火災及び爆発の発生防止並びに火災の感知及び消火のそれぞれを
考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言
定義

(定義のため)

11条35条-
17

　ただし，重大事故等対処設備のうち，動的機器の故障等の機能喪失
の要因となる事象 (以下「内的事象」という。)を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故等対処設備は，関連する工程を停止する
ことにより重大事故に至らずその機能を必要としないため，消防法，
建築基準法，都市計画法及び日本電気協会電気技術規程・指針に基づ
き設備に応じた火災防護対策を講ずる設計とする。
　なお，重大事故等対処設備のうち，可搬型のものに対する火災防護
対策については，火災防護計画に定めて実施する。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
18

5.1.3 火災防護計画
　再処理施設全体を対象とした火災防護対策を実施するため，火災防
護計画を策定する。

冒頭宣言

（基本設計方
針No19～23に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-
19

　火災防護上重要な機器等を火災及び爆発から防護するため，火災及
び爆発の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災及び爆発の影
響軽減の3つの深層防護の概念に基づき，必要な運用管理を含む火災
防護の計画を保安規定に定めて，管理する。

運用要求 －

11条35条-
20

　重大事故等対処施設については，火災及び爆発の発生防止並びに火
災の早期感知及び消火に必要な運用管理を含む火災防護の計画を保安
規定に定めて，管理する。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
21

　その他の再処理施設については，消防法，建築基準法，都市計画法
及び日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護
の計画を保安規定に定めて，管理する。

運用要求 －

11条35条-
22

　重大事故等対処設備のうち，可搬型のものに対する火災防護対策に
ついては，火災防護の計画を保安規定に定めて，管理する。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
23

　敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並びに人為事象による火災
及び爆発(以下「外部火災」という。)については，安全機能を有する
施設及び重大事故等対処施設を外部火災から防護するための運用等に
ついての火災防護の計画を保安規定に定めて，管理する。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
24

5.2 火災及び爆発の発生防止
5.2.1 施設特有の火災及び爆発の発生防止
　再処理施設の火災及び爆発の発生を防止するため，再処理施設で取
り扱う化学薬品等のうち，可燃性物質若しくは熱的に不安定な物質を
使用又は生成する系統及び機器に対する着火源の排除，異常な温度上
昇の防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策及び可燃性又は熱的に不
安定な物質の混入防止対策を講ずる設計とするとともに，熱的制限値
及び化学的制限値を設ける設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No25～53に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-
25

　放射性物質を含む有機溶媒を内包する系統及び機器は，腐食し難い
材料を使用するとともに，漏えいし難い構造とすることにより有機溶
媒の漏えいを防止する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
26

　放射性物質を含む有機溶媒を内包する機器で加温を行う機器は，化
学的制限値(n-ドデカンの引火点74℃)を設定し，化学的制限値を超え
て加温することがないように，溶液の温度を監視して，温度高により
警報を発するとともに，自動で加温を停止する設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
27

　放射性物質を含む有機溶媒を内包する機器は，静電気により着火す
るおそれがないよう接地を施す設計とし，

設置要求 ○

11条35条-
28

　これらの機器を収納するセルには，着火源を有する機器は設置しな
い設計とする。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
29

　放射性物質を含む有機溶媒を内包する系統及び機器を内部に設置す
るセル，グローブボックス及び室については，気体廃棄物の廃棄施設
の換気設備で換気を行う設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
30

　使用済有機溶媒の蒸発及び蒸留を行う機器は，有機溶媒へ着火する
おそれのない可燃領域外で有機溶媒の処理を行う設計とするととも
に，廃ガスには不活性ガス(窒素)を注入して排気する設計とし，

機能要求① ○

11条35条-
31

　蒸発缶を減圧するための系統の圧力を監視し，圧力高により警報を
発するとともに自動で不活性ガス(窒素)を系内に注入し，有機溶媒の
蒸発缶への供給及び加熱蒸気の供給を自動で停止する設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
32

　溶媒蒸留塔の圧力を監視し，圧力高により警報を発するとともに自
動で不活性ガス(窒素)を系内に注入し，有機溶媒の蒸発缶への供給及
び加熱蒸気の供給を自動で停止する設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
33

　廃棄する有機溶媒(以下「廃溶媒」という。)を処理する熱分解装置
は，不活性ガス(窒素)を供給することにより，廃溶媒を不活性な雰囲
気下で熱分解する設計とし，

機能要求① －

11条35条-
34

外部ヒータを適切に制御するとともにその内部温度を測定し，運転状
態を監視し，温度高により外部ヒータ加熱及び廃溶媒供給を停止する
設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

－

11条35条-
35

　熱分解ガスを燃焼する装置は，その内部温度を測定し，燃焼状態を
監視し，温度低により熱分解装置への廃溶媒供給を停止する設計とす
る。

運用要求
機能要求①
機能要求②

－

11条35条-
36

　また，可燃性ガスを取り扱う室に設置する電気接点を有する機器
は，防爆構造とする設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
37

　リン酸トリブチル(以下「TBP」という。)又はその分解生成物であ
るリン酸ジブチル，リン酸ブチル(以下「TBP等」という。)と硝酸，
硝酸ウラニル又は硝酸プルトニウムの錯体(以下「TBP等の錯体」とい
う。)の急激な分解反応を防止するため，硝酸を含む溶液を内包する
濃縮缶及び蒸発缶(以下「濃縮缶等」という。)ではTBPの混入防止対
策としてn-ドデカン(以下「希釈剤」という。)を用いて濃縮缶等に供
給する溶液を洗浄し，TBPを除去する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
38

　また，濃縮缶等でのTBP等の錯体の急激な分解反応を防止するた
め，TBPの混入防止対策として濃縮缶等に供給する溶液から有機溶媒
を分離することができる設計とするとともに，溶液を濃縮缶等に供給
する槽では水相を下部から抜き出す設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
39

　TBP等の錯体の急激な分解反応のおそれのある機器には，熱的制限
値(加熱蒸気の最高温度135℃)を設定し，濃縮缶等の加熱部に供給す
る加熱蒸気の温度を加熱蒸気の圧力により制御し，温度計により監視
し，温度高により警報を発するとともに，加熱蒸気の温度が設定値を
超えないように，蒸気発生器に供給する一次蒸気及び濃縮缶等の加熱
部に供給する加熱蒸気を自動で遮断する設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
40

　運転で水素ガスを使用する設備又は溶液及び有機溶媒の放射線分解
により発生する水素の濃度が可燃限界濃度に達するおそれのある機器
は接地を施す設計とする。

設置要求 ○
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（10/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
41

　溶液及び有機溶媒の放射線分解により発生する水素の濃度が可燃限
界濃度に達するおそれのある機器は，塔槽類廃ガス処理設備等の排風
機による排気を行う設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
42

　また，その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備から空気を供給
(水素掃気)する設計とする。

機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
43

　運転で水素ガスを使用する設備を設置するグローブボックス及び室
は，当該設備から水素が漏えいした場合においても滞留しないよう気
体廃棄物の廃棄施設の換気設備の排風機による排気を行う設計とす
る。

機能要求① ○

11条35条-
44

　また，運転で水素ガスを使用する設備のウラン精製設備のウラナス
製造器は，水素の可燃領域外で運転する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
45

　洗浄塔は，その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の一般圧縮
空気系から空気を供給し，廃ガス中の水素濃度を可燃限界濃度未満に
抑制する設計とする。さらに，洗浄塔に供給する空気の流量を監視
し，流量低により警報を発するとともに，自動で窒素ガスを洗浄塔に
供給する設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
46

　第2気液分離槽は，窒素ガスを供給し，4価のウラン(以下「ウラナ
ス」という。)を含む硝酸溶液中に溶存する水素を追い出すととも
に，廃ガス中の水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。さら
に，第2気液分離槽に供給する窒素ガスの流量を監視し，流量低によ
り警報を発する設計とする。

運用要求
機能要求①

○

11条35条-
47

　ウラン精製設備のウラナス製造器を設置する室の電気接点を有する
機器は，防爆構造とし，万一の室内への水素の漏えいを早期に検知す
るため，水素漏えい検知器を設置し，中央制御室に警報を発する設計
とする。

機能要求① ○

11条35条-
48

　運転で水素ガスを使用する脱硝施設のウラン・プルトニウム混合脱
硝設備の還元炉は，化学的制限値(還元用窒素・水素混合ガス中の可
燃限界濃度ドライ換算6.4vol%)を設定し，還元炉へ供給する還元用窒
素・水素混合ガス中の水素濃度を測定し，空気といかなる混合比にお
いても可燃限界濃度未満となるように設計する。万一，水素濃度が設
定値を超える場合には，還元炉への還元用窒素・水素混合ガスの供給
を自動で停止する設計とする。

運用要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
49

　ジルコニウム粉末及びその合金粉末を取り扱うせん断処理施設のせ
ん断機は，窒素ガスを吹き込むことで不活性雰囲気とし，窒素ガス
は，気体廃棄物の廃棄施設の排気筒等から排気する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
50

　また，ジルコニウム粉末及びその合金粉末を保管廃棄する設備は，
ドラム又はガラス固化体に収納し，そのうちドラムについては，水中
で取り扱うことにより，火災及び爆発のおそれがないように保管を行
う設計とする。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
51

　硝酸ヒドラジンは，自己反応性物質であることから，爆発の発生を
防止するため，消防法に基づき，貯蔵及び取扱い時の漏えい防止を講
ずる設計とする。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
52

　分析試薬については，少量ではあるが可燃性試薬及び引火性試薬を
含む多種類の分析試薬を取り扱うため，保管及び取扱いに係る火災及
び爆発の発生防止対策を講ずる設計とする。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
53

再処理施設で取り扱う特有の可燃性物質若しくは熱的に不安定な物質
を使用又は生成する設備の火災及び爆発の発生防止に係る設計方針に
ついては，第2章　個別項目の「2.1　せん断処理施設」，「2.2　溶
解施設」，「2.3　分離施設」，「2.4　精製施設」，「2.5　脱硝施
設」，「2.6　酸及び溶媒の回収施設」，「4.1　計測制御設備」，
「4.2　安全保護回路」，「5.1　気体廃棄物の廃棄施設」，「5.2
液体廃棄物の廃棄施設」，「5.3　固体廃棄物の廃棄施設」，「7.1.2
圧縮空気設備」に示す。

冒頭宣言

(16条，20
条，22条，24
条，25条に係
る冒頭宣言の

ため)

11条35条-
54

5.2.2 再処理施設の火災及び爆発の発生防止
　発火性物質又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置
する火災区域又は火災区画に対して火災及び爆発の発生防止対策を講
ずるとともに，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策，発火源
に対する対策，水素に対する換気，漏えい検出対策及び接地対策，放
射線分解により発生する水素の蓄積防止対策，電気系統の過電流によ
る過熱及び焼損の防止対策等を講ずる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No55～78に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-
55

　火災及び爆発の発生防止における発火性物質又は引火性物質に対す
る火災及び爆発の発生防止対策は，火災区域又は火災区画に設置する
潤滑油又は燃料油を内包する設備に加え，再処理施設で取り扱う物質
として，TBP，n-ドデカン等(以下「有機溶媒等」という。)，硝酸ヒ
ドラジンを内包する設備及び水素，プロパンを内包する設備並びに分
析試薬を取り扱う設備を対象とする。
　なお，分析試薬については，「5.2.1　施設特有の火災及び爆発の
発生防止」に示す分析試薬に対する対策と同様の設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No56～59に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-
56

　潤滑油，燃料油，有機溶媒等又は硝酸ヒドラジンを内包する設備
(以下「油等内包設備」という。)は，溶接構造又はシール構造により
漏えい防止対策を講ずる設計とするとともに，漏えい液受皿又は堰を
設置する設計とする。そのうち，セル内に設置する有機溶媒等を内包
する設備から有機溶媒等が漏えいした場合については，漏えい検知装
置により漏えいを検知し，スチームジェットポンプ，ポンプ又は重力
流により移送することによって，漏えいした有機溶媒等が拡大するこ
とを防止する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
57

　油等内包設備の火災又は爆発により，火災及び爆発の影響を受ける
おそれのある火災防護上重要な機器等の安全機能及び重大事故等対処
施設の重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないよう耐火
壁，隔壁の設置又は離隔による配置上の考慮を行う設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
58

　油等内包設備を設置する火災区域又は火災区画は，機械換気又は自
然換気を行う設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
59

　発火性物質又は引火性物質を貯蔵する機器は，運転に必要な量に留
めて貯蔵する設計とする。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
60

　水素又はプロパンを内包する設備(以下「可燃性ガス内包設備」と
いう。)は，溶接構造等により，可燃性ガスの漏えいを防止すること
で防爆の対策を行う設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
61

　可燃性ガス内包設備の火災又は爆発により，火災及び爆発の影響を
受けるおそれのある火災防護上重要な機器等の安全機能及び重大事故
等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないよ
う耐火壁，隔壁の設置又は離隔による配置上の考慮を行う設計とす
る。

設置要求 ○

11条35条-
62

　火災及び爆発の発生防止における可燃性ガスに対する換気のため，
可燃性ガス内包設備を設置する火災区域又は火災区画は，機械換気を
行う設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
63

　このうち，蓄電池を設置する火災区域は，機械換気を行うことによ
り，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。

機能要求①
運用要求

○

11条35条-
64

　火災及び爆発の発生防止における水素ガス漏えい検出は，蓄電池の
上部に水素漏えい検知器を設置し，水素の燃焼限界濃度である4vol％
の4分の1以下で中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の
制御室又は緊急時対策建屋の建屋管理室に警報を発する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
65

　通常の使用状態において水素が蓄電池外部へ放出されるおそれのあ
る蓄電池室には，原則として直流開閉装置やインバータを収納しない
設計とする。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
66

　ただし，蓄電池が無停電電源装置等を設置している室と同じ室に収
納する場合は，社団法人電池工業会「蓄電池室に関する設計指針」
(SBA G 0603)に適合するよう，鋼板製筐体に収納し，水素ガス滞留を
防止するため筐体内を機械換気により排気することで火災又は爆発を
防止する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
67

　蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室，使用済燃料
の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室又は緊急時対策建屋の建屋管理室
に警報を発する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
68

　火災区域に設置する可燃性ガスを貯蔵する機器は，運転に必要な量
に留めて貯蔵する設計とする。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
69

　火災及び爆発の発生防止における防爆及び接地対策として，火災区
域又は火災区画に設置する発火性物質又は引火性物質を内包する設備
は，溶接構造の採用，機械換気等により，「電気設備に関する技術基
準を定める省令」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」で要求さ
れる爆発性雰囲気とならない設計とするとともに，発火性物質又は引
火性物質を内包する設備からの万一の漏えいを考慮して，漏えいの可
能性のある機器を設置する室の電気接点を有する機器は，防爆構造と
する設計とし，静電気の発生のおそれのある機器は接地を施す設計と
する。

設置要求 ○

11条35条-
70

　火災及び爆発の発生防止のため，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉を
取り扱う設備を設置する火災区域には静電気が溜まるおそれがある設
備を設置しない設計とする。

運用要求 （運用要求）

11条35条-
71

　火災及び爆発の発生防止のため，火災区域における現場作業におい
て，可燃性の蒸気が滞留しないように建屋の送風機及び排風機による
機械換気により滞留を防止する設計とする。また，火災区域における
現場作業において，有機溶剤を使用する場合は必要量以上持ち込まな
い運用とし，可燃性の蒸気が滞留するおそれがある場合は，換気，通
風又は拡散の措置を行うことを保安規定に定めて，管理する。　 

機能要求①
運用要求

○
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（11/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
72

　火災及び爆発の発生防止のため，発火源への対策として火花の発生
を伴う設備は，水中で取り扱うことにより発生する火花が発火源とな
ることを防止する設計又は火花の発生を伴う設備の周辺に可燃性物質
を保管しないこと及び複数のカメラで機器の周囲を監視することを保
安規定に定めて，管理する。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
73

　また，高温となる設備は，高温部を保温材若しくは耐火材で覆うこ
とにより，可燃性物質との接触を防止する設計又は計測制御系統施設
による温度パラメータを監視し，加熱の停止等を行うことにより可燃
性物質の加熱を防止する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
74

　放射性廃棄物の廃棄施設は，火災の発生防止を考慮し，放射性物質
より発生する崩壊熱を冷却水又は空気で除去する設計とする。

評価要求 ○

11条35条-
75

　また，放射性物質を含んだ廃樹脂及び廃スラッジは，廃樹脂貯槽に
貯蔵する設計とする。

運用要求 ○

11条35条-
76

　さらに，放射性物質を含んだフィルタ類及びその他の雑固体は，処
理を行うまでの間，金属製容器に封入し，保管する設計とする。

運用要求 ○

11条35条-
77

　火災及び爆発の発生防止のため，電気系統は，機器の損壊，故障及
びその他の異常を検知した場合には，遮断器により故障箇所を隔離す
ることにより，故障の影響を局所化するとともに，他の安全機能への
影響を限定できる設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
78

　電気室は，電源供給のみに使用する設計とする。 運用要求 ○

11条35条-
79

5.2.3 不燃性材料又は難燃性材料の使用
　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，可能な限り不
燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料又は難燃性
材料の使用が技術上困難な場合は，不燃性材料又は難燃性材料と同等
以上の性能を有するもの(以下「代替材料」という。)を使用する設計
若しくは代替材料の使用が技術上困難な場合は，当該機器等における
火災及び爆発に起因して，他の火災防護上重要な機器等及び重大事故
等対処施設において火災及び爆発が発生することを防止するための措
置を講ずる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No80～92に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-
80

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設のうち，機器，配
管，ダクト，ケーブルトレイ，電線管及び盤の筐体並びにこれらの支
持構造物の主要な構造材は，金属材料又はコンクリートを使用する設
計とする。

設置要求 ○

11条35条-
81

　また，放射性物質を内包する機器を収納するグローブボックス等の
うち，非密封で放射性物質を取り扱うグローブボックス等で，閉じ込
め機能を喪失することで再処理施設の安全性を損なうおそれのあるも
のについては，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とする。

設置要求 －

11条35条-
82

　グローブボックスのパネルに可燃性材料を使用する場合は，火災に
よるパネルの損傷を考慮しても閉じ込め機能を損なわないよう，パネ
ル外表面に難燃性材料を設置することで，難燃性パネルと同等以上の
難燃性能を有する設計とし，その難燃性能をUL94 垂直燃焼試験及び
JIS酸素指数試験における燃焼試験により確認したものを使用する設
計とする。

設置要求
評価要求

－

11条35条-
83

　ただし，配管等のパッキン類は，その機能を確保するために必要な
代替材料の使用が技術上困難であるため，金属で覆われた狭隘部に設
置し直接火炎に晒されることのない設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
84

　また，金属に覆われたポンプ及び弁の駆動部の潤滑油並びに金属に
覆われた機器内部のケーブルは，発火した場合でも他の火災防護上重
要な機器等及び重大事故等対処施設に延焼しないことから，不燃性材
料又は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
85

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する保温材
は，平成12年建設省告示第1400号に定められたもの又は建築基準法で
不燃性材料として定められたものを使用する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
86

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する建屋の
建屋内装材は，建築基準法に基づく不燃性材料若しくはこれと同等の
性能を有することを試験により確認した材料又は消防法に基づく防炎
物品若しくはこれと同等の性能を有することを試験により確認した材
料を使用する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
87

　ただし，塗装は当該場所における環境条件を考慮したものとする。
管理区域の床及び壁は，耐汚染性，除染性，耐摩耗性等を考慮した
コーティング剤を不燃性材料であるコンクリート表面に塗布するこ
と，加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がらないこと，建屋内に
設置する火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設には不燃性
材料又は難燃性材料を使用し，周辺における可燃性物質を管理するこ
とから，難燃性材料を使用する設計とする。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
88

　また，中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室
並びに緊急時対策建屋の対策本部室の床面は，消防法に基づく防炎物
品又はこれと同等の性能を有することを試験により確認したカーペッ
トを使用する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
89

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用するケーブ
ルには，実証試験により延焼性(米国電気電子工学学会規格IEEE383又
はIEEE1202垂直トレイ燃焼試験)及び自己消火性(UL1581垂直燃焼試
験)を確認したケーブルを使用する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
90

　ただし，機器等の性能上の理由から実証試験により延焼性及び自己
消火性が確認できないケーブルをやむを得ず使用する場合には，金属
製の筐体等に収納，延焼防止材により保護又は専用の電線管に敷設等
の措置を講じた上で，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の難燃
性能があることを実証試験により確認し，使用する設計とすること
で，他の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設において火
災及び爆発が発生することを防止する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
91

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設のうち，換気設備
のフィルタは，不燃性材料又は「JACA No.11A(空気清浄装置用ろ材燃
焼性試験方法指針(公益社団法人日本空気清浄協会))」により難燃性
を満足する難燃性材料を使用する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
92

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設のうち，建屋内に
設置する変圧器及び遮断器は絶縁油を内包しない乾式を使用する設計
とする。

設置要求 ○

11条35条-
93

5.2.4 自然現象による火災及び爆発の発生防止
　再処理施設に対する自然現象として，地震，津波，落雷，風(台
風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，
森林火災及び塩害を考慮する。

冒頭宣言

（基本設計方
針No94～102
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
94

　火災防護上重要な機器等は，考慮する自然現象のうち，火災及び爆
発を発生させるおそれのある落雷及び地震について，これらの現象に
よって火災及び爆発が発生しないように，以下のとおり火災防護対策
を講ずる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No94～97に
係る冒頭宣言

のため）

11条35条-
95

　火災防護上重要な機器等に対して火災及び爆発を発生させるおそれ
のある自然現象のうち，落雷による火災及び爆発の発生を防止するた
め，建築基準法及び消防法に基づき，避雷設備を設置する設計とす
る。安全上重要な施設は，建築基準法及び消防法の適用を受けないも
のであっても避雷設備を設置する設計とし，各構築物に設置する避雷
設備は，構内接地系と連接することにより，接地抵抗の低減及び雷撃
に伴う構内接地系の電位分布の平坦化を図る設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
96

　火災防護上重要な機器等は，耐震重要度分類に応じた地震力が作用
した場合においても支持することができる地盤に設置し，自らの破壊
又は倒壊による火災及び爆発の発生を防止する設計とするとともに，
再処理施設の技術基準に関する規則に従い，耐震設計を行う設計とす
る。

設置要求 －

11条35条-
97

　なお， 屋外の火災防護上重要な機器等に対して火災及び爆発を発
生させるおそれのある竜巻については，「3.3.2 竜巻」に基づく竜巻
防護対策を行うことにより，火災及び爆発の発生防止を講ずる設計と
する。
また，屋外の火災防護上重要な機器等に対して火災及び爆発を発生さ
せるおそれのある森林火災については，「3.3.3 外部火災」の「(3)
外部火災に対する防護対策」，「(a) 森林火災に対する防護対策」に
基づく防火帯による防護等により火災及び爆発の発生防止を講ずる設
計とする。

設置要求 －

11条35条-
98

　重大事故等対処施設は，考慮する自然現象のうち，火災及び爆発を
発生させるおそれのある落雷，地震，竜巻(風(台風)を含む。)及び森
林火災について，これらの現象によって火災及び爆発が発生しないよ
うに，以下のとおり火災防護対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No99～102
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
99

　重大事故等対処施設に対して火災及び爆発を発生させるおそれのあ
る自然現象のうち，落雷による火災及び爆発の発生を防止するため，
建築基準法及び消防法に基づき，避雷設備を設置する設計とする。重
大事故等対処施設を収納する建屋は，建築基準法及び消防法の適用を
受けないものであっても，避雷設備を設置する設計とし，各構築物に
設置する避雷設備は，構内接地系と連接することにより，接地抵抗の
低減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平坦化を図る設計とす
る。

設置要求 ○
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（12/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
100

　重大事故等対処施設は，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地
震力が作用した場合においても支持することができる地盤に設置し，
自らの破壊又は倒壊による火災及び爆発の発生を防止する設計とする
とともに，再処理施設の技術基準に関する規則に従い耐震設計を行う
設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
101

　重大事故等対処施設は，竜巻(風(台風)を含む。)の影響により火災
及び爆発が発生することがないように，竜巻防護対策を行う設計とす
る。

設置要求 ○

11条35条-
102

　森林火災については，防火帯により，重大事故等対処施設の火災及
び爆発の発生防止を講ずる設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
103

5.3 火災の感知，消火
　火災の感知及び消火は，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対
処施設に対する火災の影響を限定し，早期の火災感知及び消火を行う
ための火災感知設備及び消火設備を設置する設計とする。
　火災感知設備及び消火設備は，「5.2.4　自然現象による火災及び
爆発の発生防止」で抽出した自然現象に対して，火災感知及び消火の
機能，性能が維持できる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No104～109
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
104

　火災防護上重要な機器等に係る火災感知設備及び消火設備について
は，火災区域及び火災区画に設置した火災防護上重要な機器等が地震
による火災を想定する場合においては耐震重要度分類に応じて，機能
を維持できる設計とする。

評価要求 －

11条35条-
105

　重大事故等対処施設に係る火災感知設備及び消火設備については，
火災区域及び火災区画に設置した重大事故等対処施設が地震による火
災を想定する場合においては重大事故等対処施設の設備分類に応じ
て，機能を維持できる設計とする。

評価要求 ○

11条35条-
106

　火災の影響を受けるおそれのある火災防護上重要な機器等及び重大
事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画に対する火災の感知
及び消火に係る運用の措置について，以下に示す。
　火災感知器を設置しない火災区域又は火災区画は，不要な可燃性物
質を持ち込まない可燃性物質管理及び人の立ち入り管理又は火災感知
器によらない設備により火災発生の前後において火災等を有効に検出
できる設備により監視することについて保安規定に定め，管理する。

運用要求 ○

11条35条-
107

　火災発生時の煙又は放射線の影響により消火活動が困難とならない
箇所については，不要な可燃性物質を持ち込まない可燃性物質管理を
保安規定に定め，管理する。

運用要求 ○

11条35条-
108

　消火活動時においては，煙の影響を軽減するため，可搬式排煙機等
を配備することを保安規定に定めて，管理する。

運用要求 ○

11条35条-
109

　火災感知設備及び消火設備の設計方針については，第2章　個別項
目の「7.3.3　火災防護設備」に示す。

冒頭宣言

（基本設計方
針No127に係
る冒頭宣言の

ため）

11条35条-
110

5.4 火災及び爆発の影響軽減
5.4.1 火災及び爆発の影響軽減対策
　再処理施設の火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火災
区画及び隣接する火災区域又は火災区画における火災及び爆発による
影響を軽減するため，以下の対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No111～120
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
111

(1) 火災防護上の最重要設備に対する影響軽減対策
　火災防護上の最重要設備のうち，互いに相違する系列間の機器及び
ケーブル並びにこれらに関連する一般系のケーブルは，以下のいずれ
かの系統分離によって，火災の影響を軽減するための対策を講ずる設
計とする。 

冒頭宣言

（基本設計方
針No112～114
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
112

a.3時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離
　火災防護上の最重要設備のうち，互いに相違する系列間の機器及び
ケーブル並びにこれらに関連する一般系のケーブルは，火災耐久試験
により3時間以上の耐火能力を確認した，隔壁等で系統間を分離する
設計とする。

設置要求
評価要求

－

11条35条-
113

b.水平距離6m以上の離隔距離の確保，火災感知設備及び自動消火設備
の設置による分離
　火災防護上の最重要設備のうち，互いに相違する系列間の機器及び
ケーブル並びにこれらに関連する一般系のケーブルは，水平距離間に
は仮置きするものを含め可燃性物質が存在しないようにし，系列間を
6m以上の離隔距離により分離する設計とし，かつ，火災感知設備及び
自動消火設備を設置することで系統間を分離する設計とする。

設置要求
機能要求①

－

11条35条-
114

c.1時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火設備の設置
による分離
　火災防護上の最重要設備のうち，互いに相違する系列間の機器及び
ケーブル並びにこれらに関連する一般系のケーブルを1時間の耐火能
力を有する隔壁で分離し，かつ，火災感知設備及び自動消火設備を設
置することで系統間を分離する設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

－

11条35条-
115

(2)制御室の火災及び爆発の影響軽減対策
a.制御室制御盤内の火災影響軽減対策
　中央制御室に設置する火災防護上の最重要設備である制御盤及びそ
のケーブルについては，火災及び爆発の影響軽減のための措置を講ず
る設計と同等の設計として，不燃性筐体による系統別の分離対策，離
隔距離等による分離対策，高感度煙感知器の設置，常駐する運転員に
よる消火活動等により，上記(1)と同等な設計とする。
　なお，火災防護上の最重要設備には該当しないが使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施設の制御室についても同等の設計とする。
　制御室の制御盤は，火災及び爆発の影響軽減のための措置を講ずる
設計と同等の設計として，実証試験結果に基づき，異なる系統の制御
盤を系統別に個別の不燃性の筐体の盤とする又は同一盤に異なる系統
の回路を収納する場合は鉄板により別々の区画を設け分離するととも
に，異なる系統の配線ダクト間に分離距離を確保する設計とする。ま
た，操作スイッチ間は分離距離を確保する設計とする。
　制御室には，異なる原理の火災感知器を設置するとともに，制御盤
内における火災を速やかに感知し，安全機能への影響を防止できるよ
う，高感度煙感知器を設置する設計とする。
　制御室内の火災感知器により火災を感知した場合，運転員は，制御
盤周辺に設置する消火器を用いて早期に消火を行うことを保安規定に
定めて，管理する。
　消火活動時には火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サー
モグラフィを配備する設計とする。

設置要求
機能要求①
運用要求

－

11条35条-
116

b.制御室床下コンクリートピットの影響軽減対策
　中央制御室の制御室床下コンクリートピットに敷設する互いに相違
する系列のケーブルに関しては， 1時間以上の耐火能力を有する分離
板又は隔壁で系列間を分離する設計とする。
　また，固有の信号を発する異なる原理の火災感知器を組み合わせて
設置し，火災の発生場所が特定できる設計とする。
　さらに，中央制御室からの手動操作により早期の起動が可能なハロ
ゲン化物消火設備を設置する設計とする。
　なお，火災防護上の最重要設備には該当しないが使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施設の制御室についても同等の設計とする。

設置要求
機能要求①
機能要求②
評価要求

－

11条35条-
117

(3)換気設備に対する火災及び爆発の影響軽減対策
　火災区域境界を貫通する換気ダクトには3時間耐火性能を有する防
火ダンパを設置することで，他の区域からの火災及び爆発の影響が及
ばない設計とする。
　ただし，セルについては，放射性物質による汚染のおそれのある区
域を常時負圧にすることで閉じ込め機能を維持する動的な閉じ込め設
計とするため，耐火壁を貫通する給気側ダクトに防火ダンパを設置
し，火災及び爆発の発生時には防火ダンパを閉止することにより，火
災の影響を軽減できる設計とするとともに，耐火壁を貫通するセル排
気側ダクトについては，3時間以上の耐火境界となるように必要な厚
さを確保した鋼板ダクトとする設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

－

11条35条-
118

(4)火災発生時の煙に対する火災及び爆発の影響軽減対策
　運転員が駐在する中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設の制御室の火災及び爆発の発生時の煙を排気するために，建築
基準法に基づく容量の排煙設備を設置する設計とする。
　また，電気ケーブルが密集する火災区域に該当する制御室床下，引
火性液体を取り扱う非常用ディーゼル発電機室及び危険物の規制に関
する政令に規定される著しく消火困難な製造所等に該当する場所につ
いては，固定式消火設備により，早期に消火する設計とする。

設置要求
機能要求①

－

11条35条-
119

(5)油タンクに対する火災及び爆発の影響軽減対策
　火災区域又は火災区画に設置する油タンクは，機械換気による排気
又はベント管により屋外へ排気する設計とする。

機能要求① －

11条35条-
120

(6) 安全上重要な施設のケーブルに対する火災の影響軽減対策
　安全上重要な施設の異なる系統のケーブルは，IEEE384に準じて，
異なる系統のケーブルトレイ間の分離距離を水平900mm以上又は垂直
1,500mm以上，ソリッドトレイ(ふた付き)の場合は，水平25mm以上又
は垂直25mm以上とすることにより，互いに相違する系統間で影響を及
ぼさない設計とする。

設置要求 －

－
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5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
121

5.4.2 再処理施設の安全確保
(1)再処理施設の安全機能の確保対策
a. 火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で構成される建
物・構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定した設計
　再処理施設内の火災又は爆発によって，当該火災区域又は火災区画
に設置される不燃性材料で構成される建物・構築物，系統及び機器を
除く全機器の機能喪失を想定しても，火災の影響軽減のための系統分
離対策等によって，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を損な
われることにより，再処理施設の安全性が損なわれない設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No123～125
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
122

b. 設計基準事故等に対処するための機器に単一故障を想定した設計
　再処理施設内の火災又は爆発によって運転時の異常な過渡変化又は
設計基準事故が発生する場合は，それらに対処するために必要な機器
の単一故障を考慮しても「5.4.1　火災及び爆発の影響軽減対策」で
実施する火災防護対策により多重化されたそれぞれの系統が同時に機
能を失うことなく，異常状態を収束できる設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No126に係
る冒頭宣言の

ため）

11条35条-
123

(2) 火災影響評価
a. 火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で構成される建
物・構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定した設計に
対する評価
　火災区域又は火災区画における設備等の設置状況を踏まえた可燃性
物質の量等を基に，想定される再処理施設内の火災又は爆発を考慮し
ても，安全上重要な施設の多重化されたそれぞれの系統が同時に機能
を損なわれず，再処理施設の安全性が損なわれないことを，火災影響
評価にて確認する。

評価要求 －

11条35条-
124

(a) 隣接火災区域に影響を与えない火災区域に対する火災伝播評価
　当該火災区域又は火災区画内に設置する全機器の動的機能喪失を想
定しても，再処理施設の多重化された火災防護上の最重要設備に係る
機器及びケーブルの系統分離の火災防護対策を考慮することにより，
火災防護上の最重要設備の安全機能に影響を与えないことを確認す
る。
　また，火災防護上の最重要設備以外の安全上重要な施設が機能喪失
するおそれのある火災区域又は火災区画は，当該火災区域又は火災区
画における最も過酷な単一の火災を想定して，火災力学ツール(以下
「FDTs」という。)を用いた火災影響評価を実施し，安全上重要な施
設が同時に機能を喪失しないことを確認することで，再処理施設の安
全性が損なわれないことを確認する。

評価要求 －

11条35条-
125

(b) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対する火災伝播評
価
　当該火災区域又は火災区画内の火災に伴う当該火災区域又は火災区
画及び隣接火災区域又は火災区画の2区画内に設置する全機器の動的
機能喪失を想定しても，再処理施設の多重化された火災防護上の最重
要設備に係る機器及びケーブルの系統分離の火災防護対策を考慮する
ことにより，火災防護上の最重要設備の安全機能のうち，少なくとも
一つの系統の安全機能が確保されることを確認する。
　また，火災防護上の最重要設備以外の安全上重要な施設が機能喪失
するおそれのある隣接2区域(区画)において，当該火災区域又は火災
区画における最も過酷な単一の火災を想定して，「FDTs」を用いた火
災影響評価を実施し，安全上重要な施設が同時に機能を喪失しないこ
とを確認することで，再処理施設の安全性が損なわれないことを確認
する。

評価要求 －

11条35条-
126

b. 設計基準事故等に対処するための機器に単一故障を想定した設計
に対する評価
　火災又は爆発によって運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が
発生する可能性があるため，それらに対処するために必要な機器の単
一故障を考慮しても多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失う
ことなく，異常状態を収束できることを火災影響評価にて確認する。

評価要求 －

11条35条-
127

第2章　個別項目
7.3　 その他の主要な事項
7.3.3 　火災防護設備
　火災防護設備の設計に係る共通的な設計方針については，第1章
共通項目の「2.地盤」，「3.自然現象等」，「5.火災等による損傷の
防止」，「6.再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「7.再
処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」及び「9.設
備に対する要求」に基づくものとする。

冒頭宣言

(第1章　共通
項目として5
～8条，11～
13条，15条，
16条に係る冒
頭宣言のた

め)

11条35条-
128

　火災防護設備は，火災区域構造物及び火災区画構造物，火災感知設
備，消火設備並びに火災影響軽減設備で構成する。
　火災防護設備の基本設計方針については，安全機能を有する施設
が，火災又は爆発により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火
災及び爆発の発生を防止し，早期に火災発生を感知し消火を行い，か
つ，火災及び爆発の影響を軽減するために，火災防護上重要な機器等
を設置する火災区域及び火災区画に対して，火災防護対策を講ずる設
計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No131～193
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
129

　また，重大事故等対処施設が，火災又は爆発により重大事故等に対
処するために必要な機能が損なわれないよう，火災及び爆発の発生を
防止し，早期に火災発生を感知し消火を行うために，重大事故等対処
施設を設置する火災区域及び火災区画に対して，火災防護対策を講ず
る設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No131～193
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
130

　火災区域構造物及び火災区画構造物，火災感知設備，消火設備並び
に火災及び爆発の影響軽減設備については，以下の設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No131～193
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
131

(1)　火災区域構造物及び火災区画構造物
　火災区域は，第1章　共通項目の「5.1.1安全機能を有する施設」及
び「5.1.2 重大事故等対処施設」に示す耐火壁により隣接する他の火
災区域と分離する設計とする。
　火災区画は，第1章　共通項目の「5.1.1安全機能を有する施設」及
び「5.1.2 重大事故等対処施設」に示す耐火壁，離隔距離及び系統分
離状況に応じて火災区域を細分化する設計とする。

設置要求
機能要求②

○

11条35条-
132

　このうち，火災区域は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁とし
て，3時間耐火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリート
壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐火壁により
隣接する他の火災区域と分離する。

設置要求
機能要求②

○

11条35条-
133

　また，重大事故等対処施設を設置する火災区域は，3時間以上の耐
火能力を有する耐火壁により隣接する他の火災区域と分離する。

設置要求
機能要求②

○

11条35条-
134

(2)　火災感知設備
　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区
域又は火災区画の火災感知器の型式は，放射線，取付面高さ，温度，
湿度，空気流等の環境条件及び予想される火災の性質を考慮して選定
するとともに，火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異な
る種類の火災感知器として，アナログ式煙感知器及びアナログ式熱感
知器の組合せを基本として設置する設計とする。
　屋内において取り付け面高さが熱感知器又は煙感知器の上限を超え
る場合及び外気取入口など気流の影響等を受ける場合は，アナログ式
の感知器(煙又は熱)と非アナログ式の炎感知器を組み合わせて設置す
る設計とする。屋外構築物の監視に当たっては，アナログ式の感知器
の設置が適さないことから，非アナログ式の炎感知器及び非アナログ
式の熱感知カメラを組み合わせて設置する設計とする。
　また，発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場所につ
いては，防爆型のアナログ式の熱感知器(熱電対)に加え，防爆型の非
アナログ式の炎感知器を設置する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
135

　非アナログ式の火災感知器は，環境条件等を考慮することにより誤
作動を防止する設計とする。
　非アナログ式の炎感知器及び非アナログ式の熱感知カメラを設置す
る場合は，それぞれの監視範囲に火災の感知に影響を及ぼす死角がな
いように設置する設計とする。
　非アナログ式の炎感知器を屋内に設置する場合は，誤動作防止対策
のため，外光が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設置する設計
とする。
　非アナログ式の炎感知器及び非アナログ式の熱感知カメラを屋外に
設置する場合は，屋外型を採用するとともに，必要に応じて太陽光の
影響を防ぐ遮光板を設置する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
136

　消防法施行令及び消防法施行規則において火災感知器の設置が除外
される区域についても，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処
施設が火災による影響を考慮すべき場合には火災感知器を設置する設
計とする。

設置要求
機能要求①

○

－

－

－

－

－

－
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（14/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
137

　火災感知器については消防法施行規則第二十三条第4項に従い設置
する設計とする。
　また，環境条件等から消防法上の火災感知器の設置が困難となり，
感知器と同等の機能を有する機器を使用する場合においては，同項に
おいて求める火災区域内の感知器の網羅性及び火災報知設備の感知器
及び発信機に係る技術上の規格を定める省令第十二条～第十八条まで
に定める感知性能と同等以上の方法により設置する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
138

　ただし，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置す
る火災区域又は火災区画のうち，コンクリート製の構造物や金属製の
配管，タンク等のみで構成する機器等を設置する火災区域又は火災区
画は，火災の影響により機能を喪失するおそれがないことから，固有
の信号を発する異なる種類の火災感知器の組合せは行わず，消防法に
基づいた設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
139

　また，通常作業時に人の立入りがなく可燃性物質がない区域，通常
作業時に人の立入りがなく少量の可燃性物質の取扱いはあるが取扱い
の状況を踏まえると火災のおそれがない区域又は可燃性物質の取扱い
はあるが火災感知器によらない設備により検出方法の多様性を確保
し，火災発生の前後において有効に火災等を検出できる区域は火災感
知器を設置しない設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
140

　火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火災区画の火災感
知設備は，外部電源喪失時にも火災の感知が可能となるよう,蓄電池
を設け，火災感知の機能を失わないよう電源を確保する設計とする。

設置要求 －

11条35条-
141

　また，火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火災区画の
火災感知設備については，火災防護上重要な機器等の耐震重要度分類
に応じて，非常用母線又は運転予備用母線から給電する設計とする。

機能要求① －

11条35条-
142

　重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災感知設
備は，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電機の多重故障(以下
「全交流動力電源喪失」という。)時にも火災の感知が可能となるよ
う,蓄電池を設け，火災感知の機能を失わないよう電源を確保する設
計とする。

設置要求 ○

11条35条-
143

　また，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災
感知設備については，重大事故等対処施設の設備分類に応じて，各建
屋の可搬型発電機等，非常用母線又は運転予備用電源若しくは緊急時
対策建屋用発電機から給電する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
144

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区
域又は火災区画の火災感知設備は，中央制御室又は使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施設の制御室若しくは緊急時対策建屋の建屋管理室に
設置する火災受信器盤(火災監視盤)に火災信号を表示するとともに警
報を発することで，常時監視できる設計とするとともに，火災感知器
の設置場所を1つずつ特定できることにより，火災の発生場所を特定
できる設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
145

　火災感知器は，自動試験機能又は遠隔試験機能により点検ができる
設計とする。
　自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器は，機能に異
常がないことを確認するため，消防法施行規則に基づく煙等の火災を
模擬した試験を定期的に実施することを保安規定に定めて, 管理す
る。

機能要求①
運用要求

○

11条35条-
146

　屋外の火災区域又は火災区画に設置する火災感知器は，設計上考慮
する自然現象に対する環境条件を満足する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
147

　屋外の火災感知設備は，外気温が-15.7℃まで低下しても使用可能
な屋外仕様とするとともに火災感知器の予備を確保し，風水害の影響
を受けた場合は，早期に火災感知器の取替えを行うことにより，当該
設備の機能及び性能を復旧する設計とする。

設置要求
運用要求

○

11条35条-
148

(3)　消火設備
　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区
域又は火災区画の消火設備は，破損，誤作動又は誤操作により，火災
防護上重要な機器等の安全機能及び重大事故等に対処するために必要
な機能を損なわない設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
149

　火災の影響を受けるおそれのある火災防護上重要な機器等及び重大
事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画のうち，火災発生時
の煙又は放射線の影響により消火活動が困難となる箇所として多量の
可燃性物質を取り扱う火災区域又は火災区画(危険物の規制に関する
政令に規定される著しく消火困難な製造所等に該当する場所となる放
射性物質が含まれる有機溶媒等を貯蔵する設備を設置するセル)，可
燃性物質を取扱い構造上消火活動が困難となる火災区域又は火災区画
(中央制御室床下，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室，
緊急時対策建屋の対策本部室の床下及び一般共同溝)，等価火災時間
が3時間を超える火災区域又は火災区画及び電気品室等の火災区域又
は火災区画については，自動又は中央制御室，使用済燃料の受入れ施
設及び貯蔵施設の制御室，緊急時対策建屋の建屋管理室からの手動操
作による固定式消火設備を設置することにより，消火活動を可能とす
る設計とする。

設置要求
機能要求②

○

11条35条-
150

　上記以外の火災区域又は火災区画については，取り扱う可燃性物質
の量が少ないこと，消火に当たり扉を開放することで隣室からの消火
が可能なこと，再処理施設は動的閉じ込め設計としており，換気設備
による排煙が可能であるため，有効に煙の除去又は煙が降下するまで
の時間が確保できることにより消火活動が困難とならないため，消防
法又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
151

　消火設備の破損，誤作動又は誤操作に伴う溢水に対する影響は，溢
水に対する防護設計に包絡されるため，「6.再処理施設内における溢
水による損傷の防止」に基づく設計とする。

評価要求 ○

11条35条-
152

　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区
域又は火災区画の消火設備は，以下の設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No153～186
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
153

a.　消火設備の消火剤の容量
　消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じた十分な容量と
して，消防法施行規則又は試験結果に基づく消火剤容量を配備する設
計とする。

機能要求②
評価要求

○

11条35条-
154

　消火用水供給系の水源は，消防法施行令，危険物の規制に関する規
則及び都市計画法施行令に基づくとともに，2時間の最大放水量に対
し十分な容量を有する設計とする。

機能要求② ○

11条35条-
155

　また，緊急時対策建屋の水源は，消防法施行令に基づくとともに，
2時間の最大放水量に対し十分な容量を有する設計とする。

機能要求② ○

11条35条-
156

b.　消火設備の系統構成
(a)　消火用水供給系の多重性又は多様性
　消火用水供給系の水源として，ろ過水貯槽及び消火用水貯槽を設置
し，多重性を有する設計とする。

設置要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
157

　緊急時対策建屋の水源は，同建屋に消火水槽，建屋近傍に防火水槽
を設置し，多重性を有する設計とする。

設置要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
158

　消火用水系の消火ポンプは，必要量を送水可能な電動機駆動消火ポ
ンプに加え，ディーゼル駆動消火ポンプを1台ずつ設置することで，
多様性を有する設計とするとともに，消火配管内を加圧状態に保持す
るため，機器の単一故障を想定し，圧力調整用消火ポンプを2台設け
る設計とする。

設置要求
機能要求①
機能要求②

○

11条35条-
159

　また，緊急時対策建屋の消火ポンプは電動機駆動消火ポンプを2台
設置することで，多重性を有する設計とする。
　なお，上記に加えて，消防車等により防火水槽から緊急時対策建屋
へ送水するための手段を設けることを保安規定に定めて，管理する。

設置要求
機能要求①
機能要求②
運用要求

○

11条35条-
160

(b)　系統分離に応じた独立性の考慮
　再処理施設の火災防護上の最重要設備の相互の系統分離を行うため
に設けられた火災区域又は火災区画の消火を行うガス系消火設備は，
消火設備の動的機器の故障により，系統分離した設備に対する消火設
備の消火機能が同時に喪失することがないよう，動的機器である容器
弁及び選択弁のうち，容器弁(ボンベ含む)は必要数量に対し1以上多
く設置するとともに，選択弁は各ラインにそれぞれ設置することによ
り同時に機能が喪失しないよう独立性を備えた設計とする。

設置要求
機能要求①

－

11条35条-
161

　なお，万一，系統上の選択弁の故障を想定しても，手動により選択
弁を操作することにより，消火が可能な設計とする。

設置要求
機能要求①

－

11条35条-
162

(c)　消火用水の優先供給
　消火用水は給水処理設備と兼用する場合は隔離弁を設置し，消火用
水の供給を優先する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
163

　また，緊急時対策建屋の消火用水供給系の消火水槽は他の系統と兼
用しないことで消火用水の供給を優先する設計とする。

設置要求
機能要求①

○

11条35条-
164

c.消火設備の電源確保
　ディーゼル駆動消火ポンプは，外部電源喪失時においてもディーゼ
ル機関を起動できるように，専用の蓄電池により電源を確保する設計
とする。

機能要求① ○
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（15/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
165

　また，火災防護上重要な機器等を設置する消火活動が困難となる箇
所の固定式消火設備のうち作動に電源が必要となるものは，外部電源
喪失時においても消火が可能となるよう，非常用母線から給電すると
ともに，設備の作動に必要な電源を供給する蓄電池を設ける設計とす
る。

機能要求①
設置要求

○

11条35条-
166

　重大事故等対処施設を設置する消火活動が困難となる箇所の固定式
消火設備のうち作動に電源が必要となるものは，全交流動力電源喪失
時においても消火が可能となるよう，各建屋の可搬型発電機等，非常
用母線又は緊急時対策建屋用発電機から給電するとともに，設備の作
動に必要な電源を供給する蓄電池を設ける設計とする。

機能要求①
設置要求

○

11条35条-
167

　地震時において固定式消火設備による消火活動を想定する必要の無
い火災区域又は火災区画に係る消火設備については運転予備用母線か
ら給電する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
168

　ケーブルトレイに対する局所消火設備は，消火剤の放出に当たり電
源を必要としない設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
169

d.消火設備の配置上の考慮
(a)　火災による二次的影響の考慮
　消火栓，消火器等を適切に配置することにより，火災防護上重要な
機器等及び重大事故等対処施設に火災の二次的影響が及ばない設計と
する。

設置要求 ○

11条35条-
170

　消火剤にガスを用いる場合は，電気絶縁性の高いガスを採用し，火
災が発生している火災区域又は火災区画からの火炎，熱による直接的
な影響のみならず，煙，流出流体，断線及び爆発等の二次的影響が火
災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさない
設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
171

　消火設備は火災による熱の影響を受けても破損及び爆発が発生しな
いように，消火ガスボンベに接続する安全装置により消火ガスボンベ
の過圧を防止する設計とするとともに，消火ガスボンベ及び制御盤に
ついては消火対象を設置するエリアとは別の火災区域，火災区画又は
十分に離れた位置に設置する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
172

　また，煙の二次的影響が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対
処施設に悪影響を及ぼす場合は，防火ダンパを設ける設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
173

(b)　管理区域からの放出消火剤の流出防止
　管理区域内で放出した消火水は，管理区域外への流出を防止するた
め，管理区域と管理区域外の境界に堰等を設置するとともに，各室の
排水系統から低レベル廃液処理設備に回収し，処理する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
174

　また，管理区域においてガス系消火剤による消火を行った場合にお
いても，換気設備のフィルタ等により放射性物質を低減したのち，排
気筒等から放出する設計とする。

機能要求① ○

11条35条-
175

(c)　消火栓の配置
　火災区域又は火災区画(セルを除く)に設置する屋内消火栓及び屋外
消火栓は，消防法施行令及び都市計画法施行令に準拠し配置すること
により，消火栓により消火を行う必要のあるすべての火災区域又は火
災区画における消火活動に対処できるように配置する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
176

e.消火設備の警報
(a)　消火設備の故障警報
　固定式消火設備，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポ
ンプは，電源断等の故障警報を使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
の制御室，中央制御室又は緊急時対策建屋の建屋管理室に吹鳴する設
計とする。

機能要求① ○

11条35条-
177

(b)　固定式ガス消火設備の退避警報
　全域放出方式の固定式ガス消火設備は，作動前に従事者等が退出で
きるよう警報又は音声警報を吹鳴する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
178

　ハロゲン化物消火設備(局所)は，従事者が酸欠になることはない
が，消火時に生成するフッ化水素が周囲に拡散することを踏まえ，作
動前に退避警報を発する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
179

　なお，固定式ガス消火設備のうち，防火シート，金属製の筐体等に
よる被覆内に局所的に放出する場合においては，消火剤が内部に留ま
り，外部に有意な影響を及ぼさないため，消火設備作動前に退避警報
を発しない設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
180

f．消火設備に対する自然現象の考慮
(a)　凍結防止対策
　屋外に設置する消火設備のうち，消火用水の供給配管は凍結を考慮
し，凍結深度を確保した埋設配管とし，地上部に配置する場合には保
温材を設置することにより凍結を防止する設計とするとともに，屋外
消火栓は，自動排水機構により消火栓内部に水が溜まらないような構
造とする設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
181

(b)　風水害対策
　消火ポンプ及び固定式ガス消火設備は，風水害に対してその性能が
著しく阻害されることが無いよう，各建屋内に設置する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
182

(c)　地盤変位対策
　屋内消火栓は，地震時における地盤変位により，消火用水を建物へ
供給する消火配管が破断した場合においても，移動式消火設備から消
火水を供給し，消火活動を可能とするよう，送水口を設置し，破断し
た配管から建屋外へ流出させないよう逆止弁を設置する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
183

g．その他
(a)　移動式消火設備
　火災時の消火活動のため，消火ホース等の資機材を備え付けている
移動式消火設備として，大型化学高所放水車を配備するとともに，故
障時の措置として消防ポンプ付水槽車を配備する設計とする。
　また，航空機落下による化学火災(燃料火災)時の対処のため化学粉
末消防車を配備する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
184

(b)　消火用の照明器具
　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区
域及び火災区画の消火設備の現場盤操作等に必要な照明器具として，
移動経路，消火設備の現場盤周辺に，現場への移動時間に加え，消防
法の消火継続時間20分を考慮し，2時間以上の容量の蓄電池を内蔵す
る照明器具を設置する設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
185

(c)　ポンプ室
　火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設のポンプの設置場
所のうち，火災発生時の煙の充満により消火活動が困難な場所には，
固定式消火設備を設置する設計とする。
　上記以外のポンプを設置している部屋は，換気設備による排煙が可
能であることから，煙が滞留し難い構造としており，人による消火が
可能な設計とする。

設置要求 ○

11条35条-
186

(d)　使用済燃料貯蔵設備
　使用済燃料貯蔵設備は，使用済燃料を水中に貯蔵するための設備で
あり，未臨界となるよう間隔を設けたラックに使用済燃料を貯蔵する
ことから，消火活動により消火用水が放水されても未臨界を維持でき
る設計とする。

評価要求 －

11条35条-
187

(4)　火災及び爆発の影響軽減設備
a.火災防護上の最重要設備の系統分離のための火災影響軽減設備
　再処理施設における火災防護上の最重要設備の系統分離は，第1章
共通項目　「5.4.1 (1)火災防護上の最重要設備の系統分離による影
響軽減対策」に示す耐火隔壁，火災感知設備及び自動消火設備により
行う設計とする。
　このうち，火災及び爆発の影響軽減設備については，耐火隔壁によ
り構成し，以下に示す設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No188～193
に係る冒頭宣
言のため）

11条35条-
188

(a)　3時間耐火隔壁
　3時間耐火隔壁は，互いに相違する系列を分離し，火災及び爆発の
影響を軽減するために，3時間以上の耐火能力を有する耐火隔壁を設
置する設計とする。

評価要求
設置要求

－

11条35条-
189

(b)　6m以上離隔，火災感知設備及び自動消火設備
互いに相違する系列は，火災及び爆発の影響を軽減するために，水平
距離間には仮置きするものを含め可燃性物質が存在しないようにし，
系列間を6m以上の離隔距離により分離する設計とする。
また，火災感知設備及び自動消火設備を設置する設計とする。
なお，火災感知設備及び自動消火設備については，「(2)　火災感知
設備」及び「(3)　消火設備」に基づく設計とする。

設置要求 －

11条35条-
190

(c)　1時間耐火隔壁，火災感知設備及び自動消火設備
　1時間耐火隔壁は，互いに相違する系列を分離し，火災及び爆発の
影響を軽減するために，1時間以上の耐火能力を有する耐火隔壁を設
置する設計とする。
　また，火災感知設備及び自動消火設備を設置する設計とする。
　なお，火災感知設備及び自動消火設備については，「(2)　火災感
知設備」及び「(3)　消火設備」に基づく設計とする。

評価要求
設置要求

－

11条35条-
191

b.中央制御室制御盤内の火災影響軽減設備
　中央制御室に設置する火災防護上の最重要設備である制御盤の火災
及び爆発の影響軽減設備は高感度煙感知器により構成し，以下に示す
設計とする。

冒頭宣言

（基本設計方
針No192～193
に係る冒頭宣
言のため）
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要求事項とDB設計の関係整理（第32条，第33条，第34条，第35条）（16/16） 添付１－２

5条 6条 7条 8条(竜巻)
11条

(火災)
12条(溢水) 13条(薬品)

地盤 地震 津波 竜巻 凍結 高温 降水 積雪 落雷 生物学的事象 塩害 森林火災
近隣工場等の

火災
航空機墜落火

災
爆発

外部火災の二
次影響

有毒ガス
敷地内におけ
る化学物質の

漏えい
電磁的障害 航空機落下 火災 溢水

化学薬品漏え
い

内部発生飛散
物

環境条件（温
度圧力等）

試験･検査 共用 悪影響防止

基本設計方
針番号

基本設計方針 要求種別

16条(安有)

11条35条-
192

(a)　高感度煙感知器
　高感度煙感知器は，火災及び爆発の影響軽減のため，盤内における
初期の火災の速やかな感知を目的として，火災防護上の最重要設備の
系統分離対策を講ずる制御盤内に設置する設計とする。
　なお，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室も同等の設計
とする。

設置要求 －

11条35条-
193

c．中央制御室床下コンクリートピットの火災影響軽減設備
　中央制御室床下コンクリートピットの火災防護上の最重要設備
(ケーブル)の系統分離は，第1章 共通項目 「5.4.1 (2)b．中央制御
室床下コンクリートピットの影響軽減対策」に示す耐火隔壁，火災感
知設備及び消火設備により行う設計とする。
　このうち，火災及び爆発の影響軽減設備については，耐火隔壁によ
り構成する設計とする。
　なお，耐火隔壁，火災感知設備及び消火設備については，「本項
a.」，「(2)　火災感知設備」及び「(3)　消火設備」に基づく設計と
する。
　また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室も同等の設計
とする。

評価要求 －

11条35条-
194

(5)　設備の共用
　火災感知設備の一部は，廃棄物管理施設と共用する。
　廃棄物管理施設と共用する火災感知設備は，共用によっても早期の
火災感知に影響がない設計とすることで，共用によって再処理施設の
安全性を損なわない設計とする。
 消火設備のうち，消火用水を供給する電動機駆動消火ポンプ，
ディーゼル駆動消火ポンプ，圧力調整用消火ポンプ，消火用水貯槽及
びろ過水貯槽は，廃棄物管理施設及びMOX燃料加工施設と共用し，消
火栓設備の一部，消火器の一部及び防火水槽の一部は，廃棄物管理施
設と共用する。
　廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する消火水供給設備
並びに廃棄物管理施設と共用する消火栓設備及び防火水槽は，廃棄物
管理施設又はMOX燃料加工施設へ消火用水を供給した場合においても
再処理施設で必要な容量を確保する設計とし，消火水供給設備におい
ては，故障その他の異常が発生した場合でも，弁を閉止することによ
り故障その他の異常による影響を局所化し，故障その他の異常が発生
した施設からの波及的影響を防止する設計とすることで，共用によっ
て再処理施設の安全性を損なわない設計とする。
　また，廃棄物管理施設と共用する区域の消火器は，必要数を配備す
る設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない
設計とする。

機能要求① －

11条35条-
195

　さらに，緊急時対策建屋等に設置する火災区域構造物及び火災区画
構造物，火災感知設備，消火設備は，MOX燃料加工施設と共用する。
　これらの共用設備は，共用によって仕様，火災感知に係る機能，消
火機能に変更はないため，共用によって再処理施設の安全性を損なわ
ない設計とする。

機能要求① ○－

－

－

－

－

－

－

－
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